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巻 頭 言

公益財団法人 日立財団
理事長 中畑英信

　平素より日立財団の運営に格別のご高配を賜り，心より御礼申し上げます．
　本基金の研究成果報告書の発行にあたり，一言ご挨拶申し上げます．

　日立財団は，1967年以降株式会社日立製作所の歴代経営幹部の志によって設立された 5財団を母体と
しています．2015年 4月の 5財団統合後，旧 5財団の創設者たちの熱い思いと理念を継承し，「学術・科
学技術の振興」，「人づくり」，「多文化共生社会の構築」を中核領域に据えて，日立グループのこれまで
蓄積してきた経験・ノウハウを生かしながら，社会のニーズに応じた活動を展開しています．

　5年前の新型コロナウイルス感染症への対処において，さまざまな社会問題が顕在化したことは，皆さ
まにもまだ記憶に新しいことと思います．不自由なく意識せずに繰り返されてきた日常が，ある日を境
に遮断され，分断され，隔離されました．学校も，職場も，地域のコミュニティでさえもその脅威にさ
らされました．コロナの感染拡大は，人々にさまざまな社会経済活動上の制約を加え，これまでとは違っ
た生活を強い，大きな影響を与えました．さらに，変異株の度重なる流行と長期化が，人々の考えや行
動をどう変化させたのでしょうか．「3密」「ソーシャルディスタンス」「自粛警察」といったこれまでに
ない生活様式，行動制限への揶揄も含んだ新しい言葉や，オンラインを駆使したコミュニケーション手
法など新しい価値観や行動様式が生み出されました．

　本基金は，新型コロナウイルス感染症に留まらず，感染症全般に範囲を広げ，感染症が蔓延した際に
起こり得る社会問題について，エビデンスに基づき学術的に調査，分析，考察し，その知見を国際的に
共有することをめざす研究活動に対して，3年間にわたり助成するもので，2021年に株式会社日立製作
所，および同社役員・従業員，グループ会社役員からの寄付によって新設されました．本基金の創設に
あたり，ご寄付を賜りました皆様に，深く感謝申し上げます．

　研究の募集は 2021年 4月から行い，選考委員会による審査を経て，同年 11月に助成対象研究プロジェ
クト 5件を決定，12月から研究活動がスタートされました．
　3年間にわたる研究期間の中で得られたその知見を国際的に共有するために，2025年 2月 26日に東
京・千代田区の経団連会館において国際シンポジウムを開催し，各プロジェクト代表者からそれぞれ成
果をご報告いただきました．

　コロナに関しては，2023年 5月から 5類に移行されましたが，その一方で 2024年末からインフルエン
ザが猛威を奮い，現在は百日咳へと流行が続き，感染症との戦いは予断を許さないものとなっています．
また，海外でもその他色々な感染症が流行しており，人々の日常生活を脅かし続けております．

　本書では，各プロジェクトが様々な切り口から問題に取り組み，分析・研究を進めて得られた興味深
い研究成果が報告されています．一過性の報告にしないためにも，ぜひ多くの方に読んでいただきたい
と思います．この研究成果が，強靭かつ更なるレジリエントな社会の構築に貢献する契機となることを
心より願い，巻頭の言葉とさせていただきます．
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助成関連イベント実施報告

　本章では，本基金のもとで実施されたイベントの概要をご紹介します．
　本基金は，2021年 12月より 3年間にわたり，感染症に関連する 5件の研究を支援してきました．助成
決定後には研究概要発表会を開催し，その後，研究の進捗状況を共有する中間報告会を 2回実施しまし
た．さらに，研究成果を広く発信する機会として，国際シンポジウムを開催しました．

1．「研究概要発表会」
日　時：2022年 1月 12日（水）14：00～15：20
形　式：オンライン（Zoomウェビナー）
参加者：研究代表者，共同研究者，選考委員，日立製作所関係者，一般参加者（68名）
アジェンダ：
　14：00　日立財団理事長挨拶
　14：05　選考委員長講評
　14：15　研究概要発表（5件）
　15：15　閉会の挨拶
開催報告：https://www.hitachi-zaidan.org/topics/topics085.html

2．「第 1回中間報告会」
日　時：2023年 3月 7日（火）17：00～19：30
形　式：ハイブリッド形式
会　場：日本工業倶楽部会館
オンライン：Zoomウェビナー
参加者： 研究代表者，共同研究者，選考委員，日立製作所関係者（クローズド開催，会場 18名，オンラ

イン 4名）
アジェンダ：
　17：00　日立財団理事長挨拶
　17：05　中間報告会（5件）
　19：20　選考委員長講評
　19：30　閉会
開催報告：https://www.hitachi-zaidan.org/topics/topics099.html

3．「第 2回中間報告会」
日　時：2024年 3月 13日（水）17：00～20：00
形　式：ハイブリッド形式
会　場：AP東京丸の内
オンライン：Zoomウェビナー
参加者： 研究代表者，共同研究者，選考委員，日立製作所関係者（クローズド開催，会場：20名，オン

ライン：5名）
アジェンダ：
　17：00　日立財団理事長挨拶
　17：05　第 2回中間報告会（5件）
　19：45　選考委員長講評
　20：00　閉会
開催報告：https://www.hitachi-zaidan.org/topics/topics107.html
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4．「日立感染症関連研究支援基金」国際シンポジウム
　　～COVID-19パンデミックを契機とした感染症対策への取り組みと学び～
日　時：2025年 2月 26日（水）16：00～19：05（JST）
形　式：ハイブリッド形式
会　場：経団連会館カンファレンス 4階「ダイアモンドルーム」
オンライン：Zoomウェビナー
言　語：日本語・英語（日英同時通訳有）
参加者：研究代表者，共同研究者，選考委員，日立製作所関係者，一般参加者（会場：53名，オンライ

ン 184名）
アジェンダ：

16：00　日立財団理事長挨拶
16：10　国際シンポジウム（5件の研究成果報告＆質疑応答）
18：50　選考委員長講評
19：05　閉会
開催報告：https://www.hitachi-zaidan.org/activities/fundsupport/topics/2503001.html

国際シンポジウム会場の様子

国際シンポジウム記念撮影
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ಉ研究者（ˎɿ(SoVQ -eaEeS）ڞ
ʓԤभάϧープɿ
・Ulf Persson*, Professor of Health Economics, 

Senior Advisor, The Swedish Institute for Health 
Economics, Sweden
・Gunnar Brådvik, Research Analyst, The Swedish 

Institute for Health Economics, Sweden
・Jörgen Möller, Vice President, Modeling Technolo-

gies at Evidera, Sweden
・Pierre-Yves Geoffard, Professor of Economics, Paris 

School of Economics, France
ʓ๺ถάϧープɿ
・J. Jaime Caro*, Professor of Medicine, Epidemiol-

ogy and Biostatistics, McGill U, Canada; Professor 
in practice, Health Policy, LSE, London UK, Chief 
Scientist, Evidera, Boston MA, USA

ʓΞジΞάϧープɿ
・鎌江伊三夫 *　東京大学公共政策大学院特任教
授
・小林慎　クレコンメディカルアセスメント（株）
取締役 COO
・渡邊亮　神奈川県立保健福祉大学准教授
・Chee Jen Chang, Distinguished Professor, Chang 

Gung University, Taiwan

・Hwee-Lin Wee, Associate Professor, National Uni-
versity of Singapore, Singapore
　（シンガポールチームの他のメンバー：Celestine 

Cai, Sharon Tan, Borame Dickens, Nigel Lim）
・Jeonghoon Ahn, Professor, Ewha Womans Univer-

sity, South Korea

1．研究目的
　近年，新型コロナパンデミックは世界に重大な
衝撃を与え，多大な人命が失われるとともに，国
際社会はこれまでに経験したことのない規模で医
療と経済のジレンマを経験するに至った．本研究
はこの新型コロナパンデミックを事例として，そ
の教訓の検証を行い，将来的なパンデミック対策
のための学術的知見を深め，医療と経済のジレン
マに対する「価値に基づく」解決策を追求するこ
とを主たる目的とする．本研究の成果が，ウイズ
コロナの下で来るべき「パンデミック X」に備え
る国際社会の対応力を高め，グローバルヘルスの
実現に貢献することを目指す．

2．研究方法・経過
　研究グループは，欧州，北米，アジアの 3グ
ループに分かれて各々のサブテーマに取り組むと

パンデミックにおけるެऺӴੜࡁܦ学ͱײછ঱༧๷の
Ձ஋にؔ͢るڞࡍࠃಉڀݚʕ৽ܕίϩφײછ঱の܇ڭɼ
おΑͼɼকདྷのػةにର͢るՊ学తࠜڌにͮ͘جఏݴ
助 成 期 間：2021 年 12 月 1 日～2024 年 11 月 30 日 
助 成 金 額：�,000 万円 
研究代表者：ླ໦׮ʢ2023 年 4 月～ʣ
　　　　　　౦ژ大学ެڞ੓ࡦ大学Ӄ 教授 
˞લ研究代表者：大੢ত࿠ʢ2021 年 12 月～2023 年 3 月ʣ 
　　　　　　　　౦ژ大学ެڞ੓ࡦ大学Ӄ ٬һ教授

　本研究は，Ԥभ，๺ถ，アジアのグループに෼͔れて，ͦれͧれ，ҩྍと経ࡁのόランスをධՁするެ
ऺӴੜ経ࡁ，ワクチン઀छの༗ޮੑやՁ஋，ੵۃ的疫学調査や感染෧じࠐめを໨ࢦす਍அݕ査にয఺を͋
ててコロナパンσϛックの܇ڭのূݕを行ͬた．ͦの݁Ռ，構築したさ·͟·なଟมྔ感染੍ޚモσルに
໛なنによるਓ流཈੍やେہするための行੓౰ޚいて，感染を੍ͮج 1CR 査の実施，およびワクチンݕ
઀छは，パンσϛック౰ॳに期待された΄ͲޮՌ的ではな͔ͬたこと，·た，なͥͦ͏なるの͔，さらに
අ用対ޮՌはͲのఔ౓͔を定ྔ的に໌ら͔にした．ಘられた஌ݟにͮجいて，དྷる΂き「パンσϛック
X」に対ቂする۩ମ的なఏݴを行ͬた．
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いう研究体制をとった．すなわち，欧州グループ
は予防的介入 I（公衆衛生経済学）をサブテーマ
として，都市のロックダウン時に見られた医療と
経済のバランスをどうとるかという問題を中心に
分析を行った．アジアグループは予防的介入 II
（エビデンスに基づく検査戦略）をサブテーマとし
て，積極的疫学調査や検査戦略により感染封じ込
めが可能であったのかという問題に焦点をあてた．
北米グループは予防的介入 III（ワクチン接種のイ
ンパクト）をサブテーマとして，社会や個人に
とってのワクチンの価値の評価をレビューした．
各グループは独立してグループ内の研究会議を開
催するとともに，各グループの進捗状況や研究成
果に関するグループ間の意思疎通をはかるために，
適宜，オンラインでの全体会議を開催した．
　研究期間は 3年にわたるため，1年ごとに年間
目標を設定した．すなわち，1年目はアジア，北
米，欧州の 3グループ毎に COVID-19をレビュー
し，研究デザインと関連するデータ収集を行った．
2年目はグループ毎に分析を実施し，3年目にはグ
ループ別研究の成果に基づいて総合的な提言をま
とめ，最終報告書を作成した．
　開催された全体会議の経過は以下のとおりであ
る：
　・第 1回　2022年 4月 5日
　・第 2回　2022年 6月 9日
　・第 3回　2022年 9月 12日
　・第 4回　 2022年 12月 21日東大国際 HTAシ

ンポジウム　第 2部「新型コロナパ
ンデミック国際共同研究報告」

　・第 1回日立財団中間報告会　2023年 3月 7日
　・第 5回　2023年 10月 25日
　・第 6回　 2023年 12月 8日東大国際HTAシン

ポジウム「新型コロナパンデミック
の教訓ー価値評価のアプローチ」

　・第 2回日立財団中間報告会　2024年 3月 13日
　・第 7回　2024年 9月 24日
　・第 8回　 2024年 11月 1日東大国際HTAシン

ポジウム「COVID-19の教訓―過去
と未来」

　・日立財団国際シンポジウム（最終報告会）　
2025年 2月 26日

　なお，上記の全体会議に加えて，各チーム毎に
ローカル会議を独立して開催した．また，グーグ
ルドライブ上にプロジェクト専用のデータベース
作成し，メンバー間の情報共有を行った．

3．研究成果
COVID-19の各グループのサブテーマに関係す
る文献レビューをグループ別に行い，得られた文
献情報（アジア 1-25，欧州 26-61，北米 62-70）を全グ
ループで共有した．

ʓԤभάϧープ
　欧州グループは主としてスウェーデンとフラン
スに焦点を当てた．まず，スウェーデンの政策対
応は，法的に課された制限ではなく，自主的な措
置と勧告に基づいていた．スウェーデンは経済部
門を完全または部分的に閉鎖するロックダウン措
置を講じたが（EUの平均レベルより緩い），社会
のほとんどはオープンであった．そのため，ス
ウェーデンはパンデミックの期間中，その寛大で
リベラルなアプローチに対する厳しい批判にさら
されていた．人流は感染初期には EU平均より多
かったが，2020年の夏に EU平均レベルになり，
21年春以降は逆に EU平均より少なく推移した
（Figure 1）．
　ノルウェーとスウェーデンは超過死亡率が欧州
で最も低い 2カ国であった．欧州グループの医療
経済分析モデルに基づくと，Figure 2に示される
ように，2020年から 2022年までの 3年間の超過
死亡による両国のQALY（質で調整した生存年数）
の損失は，厳しく人流制限された 2020年 4月，あ
るいは 2021年 1月の全人口の 1か月間でのQALY
損失よりも少なかったと算定された．これは，パ
ンデミック 1年目の厳しい人流制限が，人々の
QALY損失を防ぐことに必ずしも有効ではなかっ
たことを示唆すると考えられる．
　フランス社会はパンデミックに対して準備が不
十分であった．すなわち，パンデミックの初期段
階であった 2020年春，マスクと検査は利用不可で
あった．フランスでは EU平均レベルのロックダ
ウンが実施されたが，外出禁止令が出されても学
校は引き続き開校されていた．フランス政府は，
一時的な失業や事業の落ち込みに対する所得の代
替として巨額の補助金を支出し，予算額は 2,000
億ユーロ（GDPの 9％）に及んだ．ワクチン接種
は EUによる調整のもとで展開された．EU平均レ
ベルのロックダウンを実施したフランスのGDPの
落ち込みは，EU平均（Figure 3）に比べてやや大
きかったが，回復の速度はほぼ同じ程度であった
（Figure 4）．一方，Figure 4と比較して示されるよう
に，緩やかなロックダウン政策をとったスウェー
デンの GDPの落ち込みは，EU平均に比べ小さく，
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回復の速度も早かった．Figure 5は，2015-2019期
に比べての EU諸国の超過死亡率と，2020-2022期
の GDP損失の関係を示すが，超過死亡も GDP損
失も少なかったスウェーデンに比べ，フランスは
EU諸国の中でほぼ平均的ではあるが，スウェーデ
ンに比べ超過死亡もGDP損失も大きかった．従っ
て，医学と経済をバランスする立場から見ると，
スウェーデンの緩やかなロックダウン政策のほう
がフランスに比べ良い結果をもたらした．
　結局，医療経済学的な分析アプローチをとっ
た欧州グループが得た成果は以下のように要約

される：
　〇個人の行動は，病気のリスクに関する情報を
提供する 3つの変数（超過死亡率，周囲温度，
ワクチン接種）によって大部分説明できた．
死者数が増え，寒さが厳しくなるほど，人が
集まる場所への訪問を避ける人が増加する傾
向がみられた．

　〇病気のリスクが低下すると，NPI（ロックダ
ウンのような医薬品以外の介入）が緩和され
るよりも早く人流は回復した．

　〇  NPIが 3つのリスク変数と相関していること

Baseline: January-February 2020

Source) Ulf Persson

Figure 1. Physical interaction in Sweden and EU average, 11th March 2020 – 14th September 2022

7hree 
years

One month 7hree 
years

One month

Source) Ulf Persson

Figure 2.  QALYs lost due to excess mortality for all three years 2020-2022 and QALY loss for general population in April 
2020 and January 2021, two months with high physical restriction and reduced geographical mobility, in Norway 
and Sweden.
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を考慮すると，NPI 自体は人流に重要な因子
とならず，死亡率減少の成功策ではなかった．

　〇パンデミック開始からの期間が，制限された
社会活動のコスト（収入の喪失，教育の喪失，
生活の質の喪失など）を反映する 4番目の説
明変数となることが同定された．

　〇個人は，病気のリスクと制限された社会的交
流による自身のコストのバランスを認識して
自身の行動選択を行った．

　〇マクロ経済活動は個人の実際の行動と密接に

関連（身体的行動が 10％減少すると，国の
GDPは 2％減少）していた．

ʓΞジΞάϧープ
　日本の新型コロナウイルス感染者数は欧米に比
べて少なかった 1．しかし，他の国同様に，2020
年から 2023年まで，検査もワクチンも実施された
にもかかわらず感染の波は繰り返された．そこで
日本のグループは，PCR検査の技術評価に焦点を
当てた．なぜなら，日本ではロックダウンなどの

Considering the average growth rate during 2015 - 2019, the  economic was
smaller in 2022 than it would have been without the  covid related decline in 2020. 
In that sense, the economy did not  recover in 2022.

Source）P-Y Geoffard

Figure 3. GDP change in EU

Source）P-Y Geoffard

Figure 4. Actual vs. expected GDP growth in France and Sweden (based on the average 2015 – 2019)
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人流制限は，法的に課された強制的な制限ではな
く，「要請」という国民の自主的判断を尊重する政
策として欧米とは異なる形で実施され，そのため
に PCR検査による感染者・潜在感染者の追跡によ
る感染の封じ込めが重要視されたからである．
　しかし，パンデミック初期には検査体制の不十
分さが問題視され，パンデミックを制御するには，
感染者・潜在感染者を追跡する行政検査でよいの
か，あるいは地域全体での大規模スクリーニング
検査を行うべきかの論争が起こった．そして，優

先すべきは医療か経済かの論争にまで発展した．
しかし，そのような論争もエビデンスに基づいた
科学的分析が不十分であった．Figure 6に示され
るように，2020-2021の感染初期から中期の日本
では行政検査がそれなりの成果をあげ，感染制御
も機能するかのように見えた．しかし，2022年以
降は感染者数の爆発的な増加に PCR検査体制が追
いつかず，結局は日本の行政検査体制は機能不全
に陥った．Figure 7に示されるように，2021年 4
月より接種が開始されたワクチンの接種率は，当

Source）P-Y Geoffard

Figure 5. Excess mortality (y) and GDP loss (x) 2020 – 2022
 all countries (EU + Norway)

(1) state of emergency #1
April 7 to May 25, 2020

(2) state of emergency #2
January 8 to March 21, 2021

(4) state of emergency #3
April 25 to June 20, 2021

(5) state of emergency #4
July 12 to September 30, 2021

(6) pre-emergency #2
January 9 to March 21, 2022

(1) (2) (4) (5) (6)

(3) pre-emergency #1
April 5 to September 30, 2022

(3)

(*)

Source޲ਫ਼࿓ಉ঴. (2020-2023). ʰΨʖϕϱυʖνʁ৿وཇ੓ं਼͹ਬҢ(ೖพ)ʂPCRࢬࣰࠬݗਕ਼ʱʲ޲ਫ਼࿓ಉ঴ΤΥϔγ΢φʁ৿ܗ
αϫψΤ΢ϩη״ઝ঳Ͷͯ͏ͱʳ Retrieved December 3, 2023 from https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/open-data.html

*) Games of the XXXII Olympiad / Tokyo 2020 Paralympic Games (July 23 to Sep. 5, 2021)

Figure 6. Trends in COVID-19 cases and PCR test in Japan
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初，80％レベルに達したが，3次，4次，5次とな
るにつれて接種率は低下するとともに，感染の大
きな波が繰り返し押し寄せた．そのような傾向は，
変幻自在なウイルスの変異や，ワクチンの期待外
れの感染予防効果（むしろ重症化予防効果に留
まったとされる評価）や，陰謀論の流布による反
ワクチンキャンペーンなど，様々な要因が重なっ
て生じたと考えられた．
　そのため，日本クループでは，感染者・潜在感
染者を追跡した日本の行政検査戦略に基づいて，
その有効性や費用対効果を評価する新たな分析モ
デルを構築して分析することとした．Figure 8は

その分析モデルを示す．すなわち，行政検査の追
跡によってM人が検査され，そのうちの D＋人が
感染者であるとする．M人の中には感染していな
いのに検査陽性となる者（偽陽性）が存在するが，
その場合は隔離対象となるので感染伝播には関係
しないため分析の対象外とした．感染伝播の観点
から問題となるのは，感染しているのに検査陰性
となる者（偽陰性）の存在である．PCR検査の感
度（感染者が検査陽性となる確率）を Snとする
と，D＋（1-Sn）人が偽陰性となる．そもそも追跡
すべき集団のなかで感染しているにもかかわらず
検査対象に含まれなかった感染者が I＋人いると仮

Source ઝ঳Ͷͯ͏ͱʳ״αϫψΤ΢ϩηܗਫ਼࿓ಉ঴ΤΥϔγ΢φʁ৿޲๤ं਼ʤྩ੷）ʱʲࢰཇ੓ं਼͹ਬҢ(ೖพ)ʂوਫ਼࿓ಉ঴. (2020-2023). ʰΨʖϕϱυʖνʁ৿޲ Retrieved December 3, 2023 from https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/open-
data.html

υζνϩு. (2023). ʰ৿ܗαϫψϭέοϱ͹ંझয়ڱʱʲυζνϩுʁϭέοϱંझى࿧εητϞʤVRS)ʳ Retrieved December 3, 2023 from https://info.vrs.digital.go.jp/dashboard/
૱ແ঴. (2020-2023). ʰ【総計】都道府県別年齢階級別人口ʱʲे຿خຌୈீͶخͰ͚ਕ޳ɼਕ޳ಊସٶ;੊ଵ਼௒ࠬʳ Retrieved December 3, 2023 from https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591

7KH UHODtLRn EHtZHHn tHVtLnJ VtUDtHJ\ DnG YDFFLnDtLRn LV nRt ZHOO XnGHUVtRRG GXH tR
tKH PXOtLSOH IDFtRUV tKDt GHtHUPLnH tKH HIIHFtLYHnHVV RI tKH YDFFLnH�

Figure 7. Covid-19 past in Japan: Vaccination

8

嵣%ODFk FLUFOH� ٴ�
LnIHFtHG FDVH FDStXUHG
E\ tHVtLnJ DnG VtRSV
VSUHDGLnJ tKH YLUXV�
嵣RHG FLUFOH� ٴ� LnIHFtHG
FDVH FRntLnXHV
VSUHDGLnJ tKH YLUXV ZLtK
nR tHVt RU tKH tHVt UHVXOt
IDOVH-nHJDtLYH�
嵣:KLtH FLUFOH� س�
XnLnIHFtHG FDVH ZLtK tKH
tHVt UHVXOt IDOVH-SRVLtLYH�

出典）Kamae I. $ 7heory of Diagnostic 7esting to Stop the Virus Spreading: Evidence-based Reasoning to Resolve the 
COVID-19 Crisis by 7esting. 7he Keio -ournal of Medicine �1�1�:pp.13-20, 2022. DOI: 10.2302�kMm.2021-0009-IR

Figure 8. Cascade model of testing and transmission in infection
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定すれば，偽陰性 D＋（1-Sn）人と合わせて計 D＋

（1-Sn）＋I＋人が，行政検査をすり抜けて他者に感
染を広げていく潜在的な感染者であるということ
になる．

Figure 8の右半分のカスケード図は，そのよう
な検査をすり抜けた感染者 1人が，時点 tから時
点 t＋1（検査日と次の検査日（通常，翌日））の間
に次々と kレベルまで感染を広げていく可能性を
モデル化している．感染するかしないかは，Table 
1に示されるような実効再生産数 Rt（現実に 1人
の感染者が他の何人に感染させるかの人数），個人
が感染予防できる率θ，ウイルスの免疫回避率ε
といったパラメータで変化すると仮定した．また，
追跡すべき対象集団のなかの全感染者数D＋＋I＋の
うち，検査陽性として捕捉できた感染者数はD＋で
あるので，感染者捕捉率をρ（＝D＋/（D＋＋I＋））と
定義した．
　この分析モデルの下で，時点 tでの感染者数
N＋［t］と，次の時点 t＋1での感染者数 N＋［t＋1］
の関係を求めたのが Figure 9である．N＋［t］と
N＋［t＋1］は係数 K（CNC;感染制御係数と呼ぶ）

で関連付けられ，Kは PCR検査の感度 Sn，感染
が広がるレベル k，実効再生産数 Rt，個人が感染
予防できる率θ，ウイルスの免疫回避率ε，およ
び感染者捕捉率ρで定式化された．感染者数が減
少するのは，明らかに感染制御係数が 1より小の
ときである．その場合を，Snについて解いた不等
式を Figure 10に示す．これは，感染者数が減少す
るために必要な最小限の検査感度を示す．よって，
その感度を感染制御感度と名付けた．極めて単純
な例として，Table 2は，Rtと kの 2因子のみを考
慮した場合の感染制御感度を具体的に推計してい
る．感染初期での PCR検査の感度は 70％程度と
考えられていたため，それが現実であったとすれ
ば，PCR検査で感染制御が可能であったのは k＝
2かつ Rtは 2程度までの限定的な状況の場合のみ
であったことが示唆される．
　感染制御係数と感染制御感度の定式化は，本研
究による大きな研究成果である．なぜなら，第 1
に，これまでの感染症の疫学的推計モデルでは検
査の精度がどのように推計に影響を与えるのかが
不明瞭であったが，本研究の新理論では行政検査

10

1ٔ>t�1@   .嵣1ٔ>t@�

^ρ(1－Sn) � (1－ρ)`^1－Rt
k (1–θ(1-ε))k` 

ZKHUH .  
1－Rt｛1–θ(1-ε)`

&1&
�&RHIILFLHQW�
QHHGHG�WR�
FRQWURO�

出典）Kamae I: How did The Analysis of Dynamic Processes of Virus Transmission: How Could Diagnostic Tests and 
Vaccinations Stop COVID-19 Pandemic? Research Poster EPH65, ISPOR 2023, Boston, USA, May 8, 2023. 

Figure 9. The formula for change of infected cases over time
K: Coefficient needed to control. If K < 1, infection can be stopped.

7KH &DVFDGH PRGHO RI tHVtLnJ DnG tUDnVPLVVLRn Ln LnIHFtLRn GHYHORSHG 
ZLtK tKH IDFtRUV� 
YLUXOHnFH RI D YLUXV� N� OHYHO RI tUDnVPLVVLRn� 5W�  HIIHFtLYH UHSURGXFtLRn nXPEHU�
,PPXnLt\� ̩� LPPXnLt\ SURtHFtLRn UDtH Ln LnGLYLGXDOV� ̦� HYDVLRn UDtH RI YLUXV IURP
YDFFLnHV RU LPPXnLt\ SURtHFtLRn�
'LDJnRVtLF DFFXUDF\� 6Q� tHVt VHnVLtLYLt\�
7DUJHt SRSXODtLRn DnG FDVHV� 0� tKH nXPEHU RI FDVHV tHVtHG� 'ٔ� tKH nXPEHU RI
LnIHFtHG FDVHV Ln 0� 1�� tKH nXPEHU RI DOO tKH LnIHFtHG FDVHV Ln D tDUJHt SRSXODtLRn
nHHGHG tR EH tHVtHG DnG tUDFHG Dt tLPH t� ,�� tKH nXPEHU RI LnIHFtHG FDVHV� OHIt EHLnJ
nRt tHVtHG Ln tKH tDUJHt SRSXODtLRn� DnG ̲� FDStXUH UDtH RI LnIHFtHG FDVHV (ZKHUH ,�  
'�(1－ρ) � ρ) EHFDXVH RI ρ   '��('��,�)�

7DEOH 1�  0RGHO SDUDPHtHUV
Table 1. Model parameters
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戦略での検査の精度の限界を明示できたからであ
る．第 2に，感染者数の推計だけでなく検査戦略
の費用対効果の推計にも応用できるからである．
第 3に，得られた公式は普遍的で，どの国や地域
にも応用可能だからである．すなわち，公式の各
パラメータの推定値さえ利用可能であれば，疫学
的な変化に応じた時点で，検査によってパンデ
ミックを制御できるかどうかを判定できるからで
ある．

Figure 11は，新型コロナに感染した場合に 10
日間の QALY損失が起こると仮定したときの単純
な分析モデルでの PCR検査の費用対効果の推定式
を示している．この場合，費用対効果の指標であ
る増分費用効果比（ICER; Incremental Cost-Effec-
tiveness Ratio）は，PCR検査を行うために必要と
なる追加的な費用を，PCR検査による感染者発見
で避けられた QALY損失で除算することで推計し
た．その結果，具体的な基本分析の 1例として，
Figure 12は ICERが 1QALYあたり 50,000ドル程

度となることを示している．これは，PCR検査の
費用対効果が良いとも言えないが，それほど悪く
もないレベルであることを意味する．ただ，Figure 
12は同時に，各パラメータ値が変化すれば，その
基本分析の ICERがどの程度変化するかという感
度分析の結果を示している．ICERの変化に最も影
響を与えるのが有病率であることが判明した．有
病率が 5％なら ICERは 196,000ドル /QALYと大
きな値となり費用対効果は極めて悪いが，60％で
は 15,000ドル /QALY程度で費用対効果は非常に
よくなる．影響の大きさは，感染の広がり k，実
効再生産数 Rt，検査の感度 Snの順に減少し，ウ
イルスの免疫回避率はほとんど影響を与えないと
の結果となった．Table 3は，日本での感染の波が
第 1波から 8波までの期別で，全世代，60歳以上，
コロナ後遺症も考慮した 3つのシナリオ別に ICER
を推計した結果を示す．Rt値は政府統計から現実
のデータを用いたが，他のパラメータは妥当と考
えられる数値を期別に仮想した．その結果，全世

11

Rt ｛1–θ(1-ε)｝－Rt
k｛１–θ(1-ε)｝k

Sn > 
｛1－Rt

k(1–θ(1-ε))k｝ρ

61&
�6HQVLWLYLW\
QHHGHG�WR�
FRQWURO�

出典）Kamae I: How did The Analysis of Dynamic Processes of Virus Transmission: How Could Diagnostic Tests and 
Vaccinations Stop COVID-19 Pandemic? Research Poster EPH65, ISPOR 2023, Boston, USA, May 8, 2023. 

Figure 10. Test sensitivity needed to control
・The SNC (sensitivity needed to control) is a new term for the minimal test sensitivity that can converge the virus spread.
・The SNC is derived from developing the following inequation of K for Sn:

K = {ρ(1－Sn) + (1－ρ)}{1－Rt
k (1–θ(1-ε))k} / {1－Rt (1–θ(1-ε))} < 1.

k
���32Rt     
0.9�190.92�20.8��90.�89�0.�1.�
0.98�10.9���0.93330.8��10.����2
0.99380.98��0.9�0�0.89��0.�1�32.�
0.99�30.991�0.9��0.92310.��3
0.998�0.99�20.98320.9�030.���83.�
0.99930.99�10.98820.9�2�0.8�
0.999�0.99810.991�0.9�120.8182�.�
0.999�0.998�0.993�0.9���0.8333�

 Table 2. Example of the SNC: the simplest case
・Rt: effective reproduction number, k: level of transmission
・Cell areas: White(Sn < 0.7), Gray (0.7 < Sn < 0.95), Black (0.95 < Sn)
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代よりも 60歳以上の高齢者，さらにコロナ後遺症
ありの場合というようにハイリスクになる順に費
用対効果がよくなる傾向が明らかとなった．
　日本とは対照的に感染初期対策を絶賛された韓
国については，日本と同じ分析モデルを用いて 2
国間の比較を行った．韓国でのワクチン接種によ
る疫学的な統計 14では Figure 13に示されるよう
に，日本と同様に接種の回次が進むにつれて接種
率は低下したが，繰り返される感染の波は日本と
異なり次第に小さくなっていった傾向が見られた．
PCR検査の費用対効果については，Table 4に示さ
れるように，日本と同様，全世代よりも 60歳以上

の高齢者，さらにコロナ後遺症ありというハイリ
スク順に費用対効果がよくなる傾向が見られた．
但し，韓国では感染初期のRt値が非常に大きかっ
たために，第 1波時に最も PCR検査の費用対効果
がよかった結果が明らかとなり，日本とは異なる
パターンであることが判明した．
　検疫の社会情報システム化にいち早く成功した
と言われる台湾では，修正型 SEIRモデル（疫学
上の感染症モデル）を用いて，その検疫システム
の妥当性の検証を試みた．古典的な SEIRモデル
は，①未感染者（S; susceptible：感染する可能性
のある集団），②潜伏期の感染者（E; exposed：感

13

7RtDO FRVtV DGGLtLRnDOO\ nHHGHG IRU GLDJnRVtLF VFUHHnLnJ
 

SDYHG 4$/<V SHU SHUVRn E\ GHtHFtLnJ LnIHFtLRn [ 7RtDO nXPEHU RI FDVHV SUHYHntHG

0 (&t�&G�&LG)
 

(4)('ٔ)(Sn)^1－Rt
k (1–θ(1-ε))k` � ^1－Rt (1–θ(1-ε))`� 

ZKHUH tKH VDYHG 4$/<V SHU SHUVRn LV JLYHn ZLtK 4   1�(1-8)�����

出典）Kamae I, M Kobayashi, R Watanabe: Cost-effectiveness Formulation of PCR-test Screening for COVID-19 Regarding Multiple 
Factors in Epidemic. Research Poster EE28, ISPOR Europe 2023, Copenhagen, Denmark, Nov 13, 2023.

ICER

Figure 11. The formula for the ICER of PCR test
・Ct, Cd, and Cid :a test-kit cost, direct costs, and indirect costs, respectively.
・The other parameters except Q, ε and U: the same as in Figure 1.
・ε: evasion rate of viruses from vaccines or any immunity protection. In case of no vaccines available or no immunity protection, 

let ε be 1 and when vaccination is perfectly preventable from infection, ε is 0.
・ U: expected utility of the infected patients. Assume the utility of patients is decreased with 1-U in ten-days. Then Q indicates 

QALYs lost per patient in case of short COVID which has no complications sustained.

12.

Figure 12. One-way sensitivity analysis and the Tornado diagram for the multiple parameters.

12.
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染したが，まだ感染性をもたない状態の集団），③
感染性をもつ感染者（I; infective：感染し，かつ感
染性のある状態の集団），④回復・免疫保持者（R; 
recovered：病気から快復し，免疫を保持する状態
となった集団）の集団を想定し，それらの集団間
の変異を時間変化する微分方程式で記述するモデ
ルである．台湾グループは，Figure 14に示される
ように，潜伏期の感染者集団 Eがさらに，潜伏期
の感染者であることに気づいた集団Qにパラメー
タεで遷移するとした変法モデルを考案した．こ
れは，台湾での実データと分析モデルの整合性を
もたせるためのモデル改良であった．その結果，

Figure 15に示されるように，εが 0.5から 0.9の
範囲でシミュレーション結果が現実データに近似
してくることが見いだされた．このεを国別，年
月別に推定すると，Figure 16に示されるように，
2022年 8月あたりから以降は，台湾，シンガポー
ル，日本，韓国は類似して変化したが，英国はこ
れら 4か国とは異なる変化パターンとなることが
見いだされた．これは，アジア諸国と英国におい
て，人々が PCR検査によって感染に気づく社会的
状況が異なったことを示唆するものかもしれない．
さらなる分析は今後に残された．
　速やかに優れた検査体制を確立したとされるシ

,&(5� (8S��4$/<)̦̩ۚ3UHYDOHQF
H5W6XUJH

$GMXVWHG�E\�
ORQJ�&29,'2OGHU�WKDQ���$OO�DJH�JURXSV���

������1������1����1�1��1�����1Vt (XS-SKDVH) $3R �� ����

������1������1������1��1��1�����1Vt (GRZn-SKDVH) 0$< 11� 
����

����������������1�1������1����tK (XS-SKDVH) $8* 1� ���1

����11������������������������tK (XS-SKDVH) -$1 �� ����

����������1��������������1����tK (XS-SKDVH) -8/ 1�� ����

�1�1��11�����1���1�������1�1��1�tK (GRZn-SKDVH) 0$< �� 
����

Table 3. Scenario analysis of ICERs of PCR test from the 1st 2020 to 8th 2023 surge of COVID-19 in Japan
・ The estimates of Rt are employed from government statistics, while plausible values are assigned for the other parameters 

such as prevalence, k, θ, and ε to carry out example calculations. The test sensitivity Sn is set with 85% as a constant.
・ Assume that COVID causes the reduction of utility (i.e., 1-U = 0.333) in 10 days with 90% chance by short COVID, 

while the same reduction in 90 days with 10% chance by long COVID. Then the expected utility reduction is estimated 
with 0.598.
・ The ‘yellow’ cells mean the ICER in the range between 50, 000 and 100,000 US$/QALY, while the ‘blue’ ones in the 

range lower than 50,000 US$/QALY.

Reference: Public Data Portal, Korea Disease Control and Prevention Agency (KDCA)_COVID-19 Vaccination Status,
https://www.data.go.kr/data/15078166/openapi.do

Figure 13. Covid-19 past in South Korea: Vaccination
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ICER(US$/QALY)

Adjusted by 
long COVID

Older than 60All ageεθkprevalenceRtsurge

13,48819,28524,2781001255.651st

31,25244,68556,253100102101.872nd

29,84342,67053,71710602202.123rd

40,08457,31472,15220602201.304th

41,96660,00575,54030402201.175th

38,21854,64568,79240402201.386th

39,78556,88771,61450402101.287th

Green cell: Cost effective at the Korean threshold of KRW 30,500,000 (USD 23,462).

Source) Jeonghoon Ahnn

Table 4. Scenario analysis of ICERs of PCR test in Korea

Source) CJ Chang

Figure 15. Real world data with various estimated ε values

18

ε: change from
exposed(unknown) E to
exposed(awareness) Q
compartment  

Source) CJ Chang

Figure 14. Modified SEIR model of Covid-19 transmission in Taiwan
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ンガポールのグループは，国境管理モデル
（Border Control Model）に基づいて，検疫の精度と
医療経済的な利得の関係を分析した．その結果，
Figure 17に示されるように，検査の感度が高けれ
ば高いほど，見逃す偽陰性の旅行者の数が減り，
それにより 2次感染者数も減るとのシミュレー
ション結果を得た．さらに，費用対効果の指標に
金銭純便益を用いて推計したところ，PCR検査の
感度がよくなるにつれて費用対効果が改善すると
の結果を得た．これらは，日本のケースの分析結
果と整合するものであった．
　アジアグループが得た成果は以下のように要約

される：
　〇アジアのサブグループである日本チームは，
ウイルスの感染力，有病率，免疫や免疫回避
の程度などの多様な疫学因子を考慮して，感
染者数変化の予測式を定式化した．そして，
その予測式を用いて，感染を封じ込めること
のできない PCR検査の精度の限界や，費用対
効果の指標である増分費用効果比（ICER）を
求める手法を開発した．

　〇診断検査の価値は，感染に関与する複数の要
因を考慮することで測定でき，感染症流行の
どの段階にも適用可能であり，将来どの国に
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Figure 16. Estimated ε values from other countries
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Figure 17. Effect of diagnostic test sensitivity on secondary cases and monetary benefit in Singapore quarantine system
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も適用できる．
　〇日本，韓国，シンガポールでの PCR検査戦略
は必ずしも費用対効果に優れたとは言えな
かったが，検査感度を向上すれば効率を改善
できる．

　〇検査感度と予測値を向上させることができる
カスケード方式の検査システムは，次回のパ
ンデミックに備えて検討されるべきである．

　〇台湾で新たに導入した検査に関わるパラメー
タεの経時的変化の分析は，様々な NPIの動
的影響を知るために有用であるが今後の課題
として残された．

ʓ๺ถάϧープ
　北米グループは，これまでの系統的文献レ
ビューに加え，AI（人工知能）を活用したレ
ビューも実施した．また，観察されたデータを再
現し，予測を行うことができる COVID-19のシ
ミュレーションモデルを作成して，ワクチンの迅
速な開発の価値を推定することを試みた．特に，
パンデミックに対する早期のワクチン接種の影響
について検討した．その結果，以下のような知見
を得た：
　〇 AIを用いた文献検索では，ワクチンには一定
の効果があることが示された．例えば，Pierre 
Vら 62は，初回シリーズのワクチン接種およ
び追加ワクチン接種について，2021年 1月 1
日から 2023年 3月 10日まで 58件の研究につ
いてメタアナリシスを行った．その結果，追
加ワクチン接種は初回接種のみに比べある程
度の効果を認め，また，初回接種に追加接種
を行った場合は，ワクチン接種なしに比べか
なりの効果をもつことが検証された．しかし，
治療を受けた群と受けなかった群を比較した
場合，両群にワクチンの影響の差は特に認め
られなかった．さらに広範な経済的影響につ
いては，ほとんど報告がなかった．ワクチン
の効果についてのエビデンスが期待されたほ
ど実証されないのは，北米では反ワクチン運
動が強く，そのためにワクチンがうまく機能
しなかった可能性があることが示唆された．

　〇北米における COVID-19の感染者数統計を
SEIRモデルにて分析・シミュレーションする
ことは，特に初期の段階ではデータに不明な
点が多いため困難であった．しかし，パンデ
ミックの後半でデータが蓄積されるにつれて，
カナダ，米国，メキシコの一部地域のデータ

ではモデル化が可能となった．
　〇パンデミックに対応するためには，予想され
る種々の感染パターンに応じた一連のモデル
を作成して，早期に予測を行うことが最善の
アプローチであると考えられる．しかし現実
には，早期のワクチン接種の影響のモデル作
成の際に，モデルパラメータの変化や，NPI
との相互作用などの定量的データが得られな
いことが判明し，SEIRモデルの限界やパンデ
ミックに対する人々の社会心理的な行動選択
の変化など，多くの問題が未解決の課題とし
て残された．

4．主な発表論文・学会発表等
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kjm.2021-0009-IR

 2. Brådvik G, Augustsson M, Lindgren P, Persson U: 
Swedes stayed at home during the pandemic – regard-
less of regulations. Health Economics, Läkartidningen. 
2024; 121:24085; Läkartidningen 50-52/2024; Lakartid-
ningen.se 2024-12-05 ［Accessed on Aug 19, 2025］
https://lakartidningen.se/halsoekonomi/2024/12/svenskar-
stannade-hemma-under-pandemin-oavsett-regleringar/

 3. Persson U, Olofsson S, Yan Gu N, Gong CL, Jiao X, Hay 
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outbreak measurement. Nordic Journal of Health Eco-
nomics. 2021; 9（1）: 56-73.
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of Virus Transmission: How Could Diagnostic Tests and 
Vaccinations Stop COVID-19 Pandemic? Research 
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Formulation of PCR-test Screening for COVID-19 
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Regarding Multiple Factors in Epidemic. Research 
Poster EE28, ISPOR Europe 2023, Copenhagen, 
Denmark, Nov 13, 2023.

 8. Kamae I, Ahn J, M Kobayashi: Learning from the 
COVID-19 pandemic and designing a new HEOR 
research model: What is the role of real-world evidence 
and how does it work? Breakout Session, ISPOR Real-
World Evidence Summit 2025, Tokyo, Japan, Sep 29, 
2025.

5．今後の課題・展望・提言等
COVID-19はこれまで人類が経験したことのな
い新型コロナウイルスによるパンデミックであっ
ただけに，ウイルスの毒性をはじめ，感染経路や
感染の仕方，感染伝播力や速さ，変異のリスク，
免疫回避の程度など，さまざまな疫学上の因子に
ついて，蓄積された科学的な統計データがほとん
どなかった．したがって，本研究の分析の多くの
部分は，限定的に利用可能なデータに依存してい
る．その点は本研究のモデル分析の問題点である．
今後の課題として，偏りのない現実のデータを
使って，結果の妥当性をさらに検証することが必
要がある．
　本研究による研究成果は既述の通りであるが，
各研究成果は個別に将来のパンデミック再来時に
有益である．特に，日本チームによる主たる成果
は新しい感染症伝搬モデルの理論的構築であるた
め，理論そのものに本質的価値があると考えられ
るが，いかなる理論もデータによる妥当性の検証
が様々な形で行われるべきであることは論をまた
ない．そういった意味で，将来的な課題は様々に
残されていると言えよう．
　本研究の欧州，北米，アジアの 3グループに関
わった研究者は，個別の研究成果だけでなく総合
的な討論を行い，以下のような未来への提言を
行った：

ᶃࣾ会৺ཧ的ɾࡁܦ的ଆ໘のྀߟ
　■  COVID-19のさまざまな対策が，どの程度有

効あるいは無効であったのかを定量的に検証
すべきである．

　■パニックを避けるための準備をし，NPIに対
する人々の行動を理解する必要がある．

　■情報を公開し，推測や主観的判断ではなく，
根拠に基づいた意思決定を喚起する必要があ
る．

　■効果的な介入は健康関連の生活の質（QOL）
の損失を生じた．医療経済学者は科学的根拠

に基づき，効果とコストのバランスを分析・
提示する必要がある．

　■  GDPや生活の質への影響を最小限に抑える情
報があれば，予防的介入の措置の負の影響を
理解し，それを軽減する方法を見つけるのに
役立つ．なぜなら，死亡率が上昇し続けるこ
とを，どのレベルまで許容するかについての
社会的コンセンサスを得ることは難しいから
である．

ᶄ۩ମ的ରࡦでのཹҙ఺
　■ワクチン接種は非常に重要である．速やかな
検査体制の構築やワクチン開発を可能な限り
加速させる準備をしなければならない．ワク
チン開発・流通能力があれば，質調整生存年
（QALY）の損失を減らし，経済的コストも節
約できる．但し，ワクチンは疫学上の一つの
因子に過ぎないため，本研究で得られたよう
な予測式を用いて，ワクチンの影響を評価す
べきである．

　■現実の感染予防対策での弱点を見出し，それ
を補強すべきである（例：職域での空気感染
防止のため，特に学校内の室内換気システム
を改善する）．

　■将来のパンデミック克服のためのエビデンス
に基づいたガイドラインが必要である．

　■今回の日立 COVID-19国際共同研究で日本
チームにより開発された検疫・感染制御理論
の実用化が検討されるべきである（例：各国
の公的感染症対策チームでの学習と実践）．

ᶅ৽たなύンσϛック発ੜ࣌の஫ҙ఺
　■呼吸器系パンデミックでは，有効な不織布マ
スクの供給と着用が最初の重要な NPIとなっ
た．最初の重要な NPIを見出すためには，パ
ンデミックの病理学，疫学・公衆衛生，経済，
医療資源の現実の利用可能性など，多面的な
知見が必要である．

　■最初の重要な NPIについては，パンデミック
初期での早期導入が必須であるが，同時にそ
の介入の効率と限界を認識しておくことが，
次の NPI導入についての意思決定を行う上で
重要となる．

　■政府は政治的な配慮ではなく，検疫の原則と
ガイドラインに従って，医療と経済のバラン
スをとる対策を行うべきであるが，そのため
には専従専門家チームによる科学的根拠に基
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づく意思決定が求められる．
　なお，欧州グループは 3年間の本研究終了時点
で，今後，3年間の研究期間を越えて以下の研究
発表・論文作成を行うこととした：
 1. Covid-19 pandemic across the EU: how did we adapt our 

physical interaction? （投稿済・査読中）
 2. Covid-19 pandemic across the EU: what was the GDP 

cost of NPIs and change in behaviour?
（投稿済・査読中）

 3. The health loss during Covid-19 in Sweden and Norway
（論文作成中）

 4. The differences in behaviour and mortality between and 
within the Nordic countries during the Covid-19 pan-
demic（論文作成中）

　本研究プロジェクトは日立感染症関連研究支援
基金による研究支援の下で実施されました．ここ
にあらためて，研究支援を頂いた日立財団，なら
びに，このプロジェクトに関わったすべての研究
者，スタッフの皆様に御礼申し上げます．
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1．研究目的
　過去半世紀の地球規模のマラリアと開発の推移
を概観すると，アフリカと東南アジアの顕著な乖
離が明らかである．1980年を起点として，東南ア
ジアではマラリア死者数が漸減していき，経済開
発が飛躍的に進んだのに対して，アフリカでは死
者数が激増し，開発が停滞してきた［Henley D. 
2015; Murray CJ, et al. 2012］．Sachsは，マラリア
と貧困の循環において，マラリアによる貧困のベ
クトルは，はるかに強力であり，出生率，生産性，
欠席，医療費など複数の経路があることを示した
［Sachs J, Malaney P. 2002］（図 1）．

2004年をピークに，死者数は減少に転じたが，
現在もその 95％が熱帯アフリカの 5歳未満小児に
集中する．しかし，減少傾向は，2015年頃より下
げ止まりが見られ，コロナ・パンデミックによっ
て若干上昇に転じた．SDGsは “End malaria by 
2030”を掲げるが，その達成は難しいのが現状で
ある．

　一方で，もし人類が COVID-19に向けたエネル
ギーをもってマラリアに向き合ってきたならば，
という議論が起きた［Ntoumi F. 2020］．また今般
の米国の政策転換は，マラリア対策の現場にに深
刻な影響を及ぼしている［Symons TL, et al. 2025］．
　今この新たな局面における熱帯アフリカのマラ
リア撲滅と開発の加速が望まれ，日本の役割が問
われる．
　マラリアベルトの東端，ケニア・ビクトリア湖
畔のホマベイ郡が我々の対象地である（図 2）．当
地では高い 5歳未満小児死亡と貧困の悪性連鎖が
続き，その死因のトップはマラリアである．
　対象地においても，2000年来，マラリア迅速診
断（RDT）とアルテミシニン基盤併用化学療法
（ACT）による早期診断治療，長期残留型殺虫剤処
理蚊帳（LLIN）や室内残留噴霧（IRS）などの媒
介蚊対策，さらに妊婦に対する間歇的予防投薬
（IPTp）などの有効な対策法のスケールアップが進
められてきた．

৽ܕίϩφ΢Πϧスײછ঱パンデミック下のϚϥリア
ࠜઈɿࣾձɾࡁܦ学ͱҩ学の౷߹తアϓϩʔνΛ௨͡
た೤ଳアϑリΧにおける௅ઓ
助 成 期 間：2021 年 12 月 1 日～2024 年 11 月 30 日 
助 成 金 額：3,000 万円 
研究代表者：金໌ࢠ 
　　　　　　大ཱެࡕ大学 大ࡕ国際ײછ঱研究センターʗ大学Ӄҩ学研究Պ ಛ೚教授 
　　　　　　ΧϩϦンεΧ研究ॴ 教授

　έχアɾϰィクトリアބपล஍Ҭでは，今ൠの࣏ྍɾ਍அༀやഔհգ対ࡦなͲのスέールアップにもؔ
Θらずߴ౓Ϛラリア流行がଓく．ͦのഎܠとして，౰ॳ，զ々は࣍の՝୊をݟग़したɿ（1）ଟくのແ症
ީ感染ऀ，（2）ഔհգࡴ஬ࡎ଱ੑ，԰֎ੑ݂ٵ，（�）ॅຽのଟ様な行ಈ．ͦれらに対ॲするため，զ々
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ࣜգாは対象ॅຽのϚラリア感染཰および発症཰を൒ݮさͤること，さらにॅຽのߴいड༰౓が֬ೝさ
れ，ࡏݱ಺཮෦ /EIiXa のߴ౓Ϛラリア流行஍およびアルςϛシχン଱ੑ原஬෧じࠐめるために ,ageSa
஍Ҭ΁のల開を進める．経ࡁ学的հೖでは，ڭҭとۚમ的インηンςィϒを組み߹Θͤることで，ॅຽの
が行ಈࡐڭҭڭ．することを໨的としたূݕ組みを開発ɾ࢓的な༧๷行ಈとૣ期डྍ行ಈをଅ進するۃੵ
ม༰をଅす༗ޮなิॿखஈとなりಘることをࣔしたҰํで，ۚમ的インηンςィϒにͭいては，੍౓ઃܭ
のվળとさらなるূݕがඞཁで͋ͬた．今ൠ，ྺ্࢙࠷ॳのϚラリアワクチンが਱にアフリΧにಋೖさ
れ，対象஍でもͦのロールɾアウトが進Ή．し͔しϚラリアに対する NagiD CVMMet はない．զ々は，ݟ
ग़した OMZTet1MVT ఱҪࣜգாによる新نഔհգ対ࡦをワクチン，࣏ྍༀなͲによるհೖと౷߹し，ྗڧ
なॅຽ参加を୲อしたଟ֯的Ϛラリア๾໓ઓུをఏএする．



23

日立感染症関連研究支援基金 研究成果報告書

　しかし高度マラリア伝播が続くのはなぜかを問
いながら，我々は，2012年より現地調査を続けて
きた．その背景として，当初，以下の 3つの問題
を提示した．

1に，多くの無症候性感染者の存在，これらは
診断・治療システムに検知されないが感染源とな
る，2に，殺虫剤耐性，屋外吸血性媒介蚊の出現，
これらは現行の媒介蚊対策にとって重大な脅威で
ある，そして 3に，住民の多様な予防・対策行動
である．
　氷山に例えられるマラリア感染のマスに対して，
診断・治療や媒介蚊対策などの医学的介入に加え
て，住民自らの予防行動を促すような介入による

統合的マラリア撲滅戦略構築を，我々は目指した．
　実施体制として，大阪公立大学を中心とした日
本側が，マウント・ケニア大学，ホマベイ郡政府，
ケニア中央医学研究所などケニア側と協力し，対
象地コミュニティの住民と協働してきた．

2．研究方法・経過・成果
2.1　৽نഔհգରࡦ
　対象地のヴィクトリア湖地域では，Global Fund
の支援を受けた National Malaria Control Program
（NMCP）による大規模 LLIN配布や米国 Predident 
Malaria Initiative（PMI）による IRSプログラムな
どの媒介蚊対策が行われてきたが，殺虫剤抵抗性，

図 1．開発とマラリア

図 2．研究対象地：ケニア・ビクトリア湖畔高度マラリア流行地
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コンプライアンス，コスト，持続性，住民の受け
入れなどに問題がありマラリア媒介蚊の制御には
至っていない．
　我々は，これらの問題を補完すべく新規媒介蚊
対策法として住友化学株式会社によって開発され
た Olyset®Plus（オリセットプラス）の素材を使っ
た天井式蚊帳のフィールド介入試験による評価を
主軸に進めてきた．アフリカでは，殺虫剤処理蚊
帳の大量配布と屋内残留性殺虫剤散布に伴って，
媒介蚊の殺虫剤抵抗性獲得が問題となっているが，
オリセットプラスは，殺虫剤抵抗性媒介蚊にも有
効な薬剤（ピペロニルブトキシド：PBO）を添加
してある．一方，蚊帳が十分に行き届いたとして
も，不使用，あるいは不適切な使用によりその効
果が損なわれている．この点に関しては，家屋の
天井と屋根と壁の間の開口部を蚊帳素材で覆うこ
とで，媒介蚊の侵入を防ぐとともに，殺虫効果に
より感染伝播を阻止することが可能で，蚊帳を使
用しない者も感染から守ることができる．本開発
担当者を中心とするチームでは，過去のフィール
ド介入試験において，通常のオリセット蚊帳の素
材を用いた天井式蚊帳によるこのような効果を確
認している［Minakawa N et al. 2021］．現在，両方
の蚊帳を組み合わせた新しい蚊帳（オリセットプ
ラス天井式蚊帳）を開発し，その効果をクラス
ターランダム化比較試験により検証を進めている
（図 3）．
　ムファンガノ島南東部ワクラを中心とする 2,572

家計を対象とする 20クラスターにおいて，2021
年 10月に介入前ベースライン調査（学校，コミュ
ニティ），12～1月に天井式蚊帳の導入完了（介
入：1,247家計）．主たるモニタリング指標は，学
童対象の横断的調査（12小学校，6か月ごと）に
よるマラリア原虫感染率（RDT，顕微鏡，PCR），
現地に設定した住民コホート（300人，1年間追
跡）から得られるマラリア発症率，住民意識，お
よび媒介蚊指標である．2022年 1月以降はコホー
トにおける Community Health Volunteer（CHV）に
よる月ごとの血液サンプリングを含めたモニタリ
ングを進めた．

Olyset®Plus天井型蚊帳は 1,006世帯に設置され，
平均カバー率は 93.4％であった．有病率の評価に
は，対照群で 806人，介入群で 831人の小児が参
加した．介入 12か月後のマラリア有病率は，対照
群で 30.1％（95％信頼区間：27.1–33.3），介入群
で 16.4％（95％ CI: 14.0–19.2）であり，有病率比
は 0.55（95％ CI: 0.33–0.91, p＝0.056）であった．
　罹患率の評価には，対照群で 206人，介入群
で 266人が参加した．介入後 12か月間の追跡に
おけるマラリア罹患率は，対照群で人年あたり
0.11（95％ CI: 0.07–0.15），介入群で 0.05（95％
CI: 0.02–0.09）であり，罹患率比は 0.47（95％ CI: 
0.24–0.95, p＝0.030）であった．

Olyset®Plus天井型蚊帳は，既存のマラリア対策
に加えて，マラリア感染を防ぐ効果を示した．現
在これらの成果を受け，ビクトリア湖畔への

図 3．オリセットプラス天井式蚊帳
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OlysetPlus天井式蚊帳の展開を進めている．一つ
は，より高いマラリア伝播が続く，内陸部の
Ndhiwa Subcountyにおける新たなクラスターラン
ダム化比較試験による検証である．もう一つはタ
ンザニア，ウガンダ，ルアンダ国境のカゲラ地域
である．

Ξϧςϛシχン଱ੑݪ஬෧͡ࠐΊʹ͚޲たٸۓରࡦ
　アルテミシニンは現在，熱帯熱マラリアの第一
選択治療の主軸であるが，この薬剤に対して耐性
を持つ熱帯熱マラリア原虫（ART-R）が 2009年に
タイ・カンボジアの国境で報告され，以降 Great 
Mekong Subregionと呼ばれる地域を中心に分布域
の拡大が見られていた．とうとう 2021年には高い
マラリア発症率，死亡率を示すアフリカにおいて
も ART-Rが報告されることとなった［Stokes BH 
et al. 2022］．
　上記カゲラ地域ではART-Rの蔓延が確認されて
いる．高い流行度と薬剤耐性が組み合わさる現状
は，過去においてやはり東南アジアで出現したク
ロロキン耐性熱帯熱マラリア原虫が熱帯アフリカ
に拡散し 1990年台から死者の激増を招いた暗黒の
歴史が彷彿され［Attaran A et al. 2004; Murray CJ et 
al. 2012］，アフリカ全体に関わる危機的状況であ
る．
　タンザニア保健省の要請を受けて，ART-R封じ
込めるための緊急対策として OlysetPlus天井式蚊
帳のパイロット導入がカゲラで実施された．カゲ
ラにおいても住民の高い受容度が示されている．

学的հೖࡁܦ
　行動経済学の知見を基に，マラリア高感染地域
の住民を対象とし，予防行動および早期治療行動
を促進する政策ツールの開発を試みた．
　本研究では，マラリア予防および早期治療を促
進する施策として，疾病に関する知識を強化する
ためのタブレット端末向けマラリア教育コンテン
ツ（EDU）を開発した．さらに，金銭的インセン
ティブによる行動変容を検証するため，マラリア
陰性者を対象とする条件付き現金給付（CCT）と
抽選型報酬（LIS）のスキームを採用した．
　教育コンテンツには，行動経済学の知見を活用
した 2つの要素を組み込んだ．第一に，利他的動
機の喚起である．「家族のために，地域のみんなの
ためにマラリア予防を徹底しよう」というメッ
セージを通じ，社会的規範に基づく行動を促した．
第二に，損失回避の活用である．感染による治療
費負担や逸失所得，子どもの教育機会の喪失と
いった損失を明示し，現状維持を守るための予防
行動の重要性を強調した．また，インセンティブ
制度の設計においては，先行研究で有効性が報告
されている抽選型報酬を導入した．このスキーム
では，当選確率は低いが高額報酬が期待できるた
め，「小確率事象の過大評価」という行動経済学的
な認知バイアスに基づき，同じ期待報酬額であっ
てもCCTより高い行動効果をもたらす可能性があ
ると考えた．ケニア・ホマベイ郡南スバを対象に，
ランダム化比較試験（RCT）により政策効果を検
証した（図 4）．

図 4．経済学的介入，Suba South，ケニア
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　ケニア・ホマベイ郡南スバを対象に，ランダム
化比較試験（RCT）により政策効果を検証した
（図 4）．第 1回介入（2022年 6～7月）では，住民
センサスとベースライン調査を経て，92クラス
ターから 1,728世帯を抽出し，EDU＋CCT群，
EDU＋LIS群，対照群に割付けた．介入後の評価
では，教育コンテンツによりマラリア知識が顕著
に向上（正答率＋15％）し，CCT群で蚊帳使用率
の改善が確認された．一方，迅速診断検査
（mRDT）で測定した感染率には統計的に有意な低
下は見られなかった．また，LIS群の行動変容効
果は限定的であり，報酬額や付与方法の設計に課
題があることが明らかになった．
　第 2回介入（2024年 1～2月）では，CCTの給
付額を 300 Ksh，LISの当選額を 3,000 Kshに引き
上げ，付与頻度を追加した．その結果，教育コン
テンツは再び知識向上に寄与し，その効果は介入
後数か月間持続した．知識向上は，蚊帳使用率や，
子どもが蚊帳を設置する際に大人が補助する頻度
（adult support）の増加と関連していた．しかし，
金銭的インセンティブの感染率への影響は依然と
して限定的であり，CCTは蚊帳使用やadult support
をわずかに改善した一方，LISの効果は小さかっ
た．
　以上より，教育介入は知識向上と予防行動改善
に寄与することが示されたが，金銭的インセン
ティブの効果は限定的であり，制度設計の再考が
必要である．特に，Nyqvistら（2018）の研究で疾
病予防行動に有効とされた LISが，本研究ではほ
とんど機能しなかった点は注目に値する．Nyqvist
らの HIV/AIDS研究では，性感染症の陰性を条件
とするロッタリー型報酬を導入し，特にリスク回
避度の低い男性で予防行動の改善効果が顕著で
あった．この仕組みが有効であった背景には，
HIV予防が比較的単発の意思決定に依存し，報酬
との結びつきが明確であったこと，さらに対象が
若年層で，ロッタリー型報酬のリスク特性に親和
性が高かったことが挙げられる．一方，マラリア
予防行動は蚊帳使用や定期的受診など，反復的か
つ世帯単位の行動を必要とするため，一時的報酬
の影響は限定的であった．また，対象にはリスク
回避的な世帯主や女性が多く含まれ，無症候性感
染の存在やリスク認知の低さも影響したと考えら
れる．LISは報酬額を高めても，当選確率の低さ
から動機付けとして十分ではなかった可能性があ
る．
　現時点でのマラリア原虫感染率評価はmRDTに

よるが，より検出感度が高い PCRのための乾燥濾
紙血も採取しており，現在も検査作業が進行する．
今後 mRDTでは検出されないが PCRでは検出さ
れる低原虫濃度感染も含めた感染率評価が加えら
れる予定である．

ϚϥϦΞ๾໓ηンター׆ಈల開
　ホマベイ郡病院内に立ち上げたマラリア撲滅セ
ンターについて，現地フィールド活動拠点として
の整備が進む．特に，KEMRI，マウントケニア大
学と連携しながら住民マラリア感染率や媒介蚊数，
媒介蚊マラリア（スポロゾイト）保有率の顕微鏡，
PCR診断を実施し，各種介入試験のモニタリング
を行う体制が作られた．また，介入対象地域を中
心に，マラリア伝播に関連する保健医療施設デー
タを整備，統合し，多角的なモニタリングを可能
にするシステムが構築された．これらの活動に，
複数の現地医療従事者，若手研究者が従事し，研
究の基本的な手順や論理的議論についての経験を
積んできた．
　ホマベイ郡病院内およびマウントケニア大学内
の解析ラボにおいて，機器の調達過程を中心に
COVID-19の影響が続き，ラボ体制整備に若干遅
れが生じたが，2023年 7月にはマウントケニア大
学のラボが開所され，サンプル保管や PCR，原虫
培養といったラボ機能の整備が完了，ろ紙血サン
プルからの核酸抽出，cDNA合成，qPCRといった
基本的な分子疫学情報を収集するうえで必須な実
験系も確立された．すでに収集されているフィー
ルドサンプルの解析も現地主導で開始している．
さらに，マウントケニア大学においては血清学的
マルチプレックス解析の系が確立され，コホート
集団を対象とした免疫学的解析が進められている．
ホマベイ郡政府病院においては，フィールドサイ
トからの近接性を利用して，Suba Southで開始さ
れた新たなコホートからの Peripheral Blood Mono-
nuclear Cells（PBMC）サンプルを分離，ライブラ
リ構築ができる体制の整備が進んだ．今後プロ
ジェクト終了後もケニア側オーナーシップのもと，
無症候性感染に対する single cellレベルでのアプ
ローチなど，フィールドと先端ラボを結ぶ，研究
展開が期待される．
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図 5．住民主導の多角的統合マラリア撲滅戦略
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4．今後の課題・展望・提言等
　我々は，アルテミシニン耐性対する緊急対策の
必要性を最近 Science誌上で訴えた［Dhorda M, 
Kaneko A et al. 2024］．その戦略は，国際協力と住
民主導の多角的戦略による恒久的なマラリア制圧
につきる．
　今般，歴史上最初のマラリアワクチン，RTS/S
および R21が遂にアフリカに導入され，対象地で
もそのロール・アウトが進む．いずれも媒介蚊に
より人体に侵入するスポロゾイトに対するワクチ
ンだが，マラリアに対するmagic bulletはない．撲
滅の達成にはマラリア原虫生活環への多角的な介
入の必要性を過去の経験は物語る．
　我々は，見出した OlysetPlus天井式蚊帳による
新規媒介蚊対策をワクチン，治療薬などによる介
入と統合し，強力な住民参加を担保したマラリア
撲滅戦略を提唱する（図 5）．成功のカギは，sus-
tainability, cost effectiveness, そして program owner-
shipである．
　その戦略がエンジンとなり，マラリア流行の台
風の目ともいえる汎ビクトリア湖諸国に展開され
ることにより，熱帯アフリカのマラリア滅撲が加
速すると考える．
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1．研究ใࠂ
　本プロジェクトは複数の課題に，様々な方法論
のサブプロジェクトを通じて取り組んだ．そのた
め以下の項目においては，「2．研究目的」，「3．研
究方法・経過」，「4．研究成果」についてそれぞれ
分けて説明する．

1.1　೔ຊࣾ会のCOVID-1�
 ͦしͯՊ学΁の࠲ࢹ
1.1.1　研究໨的

COVID-19というパンデミックは世界を脅威に
晒したが，それに対処するための科学的知識も迅
速に共有された．こうした科学知の共有にもかか
わらず，世界各国の対応はそれぞれに異なってい
た．この差異には政治・経済，歴史，文化や社会
制度といった様々な要素が影響しており，科学的
知見が一意に「正しい」対策を決定しない証左だ
と言える．同時にこのことは，日本社会が次のパ
ンデミックに対処するうえでは，国際的傾向の中
での日本の相対的位置づけを理解しつつ，やがて
再来する問題に備えておく必要を示している．
　この目的のため，本研究プロジェクトでは 3回
にわたって調査票調査を実施した．第 1回目の調
査では COVID-19リスク認識についての国際比較
調査（石橋・関谷・田中，2024）を，第 2回目の
調査では COVID-19を含む科学の信頼に関する世
界規模の調査プロジェクトの一環として（Cologna 
et al., 2025; Mede et al. 2025），そして第 3回目に
は日本社会の科学観，ひいては COVID-19観につ

いて調査を行った．
1.1.2　研究ํ๏ɾܦա
　新型コロナ渦中のリスク観を把握することを
目指した第 1の調査は 2021年 2～3月に 10カ国
（日・韓・昭・英・米・台・中・独・伊）を対象
にオンラインで実施した（性別・年齢均等割付，
n＝3,300，うち日本 600）．
　続く大規模調査では，チューリッヒ大学，ハー
バード大学の研究者を中心とした世界中の研究者
と共に，68カ国 71,922人を対象に科学のポピュリ
ズム傾向に関してオンラインサーベイを実施・分
析した．
　上記を踏まえ，日本の特徴把握をするために
行った第三回調査は，2025年 2月に実施し 12,000
名を対象に調査を行った．
1.1.3　研究成果
　これまでの研究から，リスク観は「恐怖」と
「未知性」という 2つの因子から把握されることが
知られている．第 1回調査の結果は，日本社会の
国際比較上の特徴として，（1）恐怖・未知性とも
に高いリスク認知と不安感，（2）医療関係者への
高い信頼感と報道機関への低い信頼感が際立って
いることが見出された（図 1A）．
　第 2回調査の結果からは，世界的には科学への
信頼は高いものの，日本においては世界平均を大
きく下回っており（図 1B），また COVID-19を初
めとする科学への不信がイデオロギーの両極で高
いことが見出された．

$07*%��� ରࡦのࡍࠃൺֱ෼ੳʙリスクίミϡχέʔ
γϣンɼઐ໳஌ɼࢢຽࣾձ
助 成 期 間：2021 年 12 月 1 日～2024 年 11 月 30 日 
助 成 金 額：3,000 万円 
研究代表者：ాதװਓ 
　　　　　　ૣҴా大学 ੓࣏ࡁܦ学ज़Ӄ 教授

　本研究ではਓจࣾ会Պ学の஌ݟにͮجき，COVID-19 ΁のࣾ会൓Ԡにͭいて日本をத৺に国際ൺֱを
行ͬた．ಛに（1）Ϛスʗιーシϟルɾϝσィアにお͚るリスクコϛϡχέーシϣンの実ଶɾޮՌ研究，

（2）ઐ໳஌のੜ࢈と࢖用にお͚る໰୊のՊ学技術ࣾ会࿦的ݕ౼，（�）リスクやઐ໳஌にؔするެڞのཧ
ղと൓Ԡにͭいて研究を行ͬた．この研究プロジェクトを௨じ，パンσϛックとい͏クライシス状況下で
実施されたリスク対ԠのޮՌや国際的なൺֱを௨じた日本のಛ௃をཧղし，কདྷのクライシスに対してよ
りϨジリΤントなࣾ会の͋りํ΁のࣔࠦをಘた．
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　第 3回調査からは，前述の発見に加え，日本人
の科学への信頼の党派的傾向が薄いこと，よく言
われるような「文系・理系」の区別は科学や
COVID-19対策の信頼と相関がほぼ無いことなど，
興味深い結果が得られている．

1.2　 COVID-1� ύンσϛック報ಓʹ͓͚Δઐ໳
Ոの໾ׂʙ೔ຊͱத国のൺֱ

1.2.1　研究໨的
　専門家がパンデミックをフレーミングすると同
時に，パンデミックに撹乱される社会によって専
門家自身もフレーミングされる存在となった．し
かし，一般市民とのコミュニケーションにおいて
専門家に期待される役割については，依然として

(A) 

(B)

図 1  A）調査対象 10カ国におけるリスク観を恐怖（横軸）と未知性（縦軸）
の観点からプロットした図．B）調査対象 68カ国における科学への信
頼度．
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不明確であった．COVID-19の渦中において，専
門家はかつてないほどメティア報道を通じて公共
空間に頻繁に登場したのである．報道機関の文化
と社会の支配的な政治文化は専門家の異なるメ
ディア表象を形成する．そこで本研究では日本と
中国を比較し，パンデミック政策や科学に対する
見解の相違点・類似点を踏まえ，両国のメディア
報道において専門家に与えられていた役割を探究
した．
1.2.2　研究ํ๏ɾܦա
　本研究では，引用される人物の特徴を示し，メ
ディア内容における行為者の役割のインジケータ
として機能する専門家の直接引用を分析した．
2020年から 2023年の COVID-19関連ニュースを
両国の代表的な 4つの新聞紙から収集し（図 2A），
抽出された専門家の直接引用を専門家タイプの分
類，トピックのグループ化，専門家引用のラベリ
ングの 3段階で分析した（図 2B）．
1.2.3　研究成果
　日中両国共通の特徴として，専門家の発言は感
染・ワクチン・薬品の開発の研究結果説明，対策
措置・ワクチン接種の効果評価や感染状況予測の
提供，市民への助言のために引用されていた．相
違点として，日本では否定・肯定が混在したトー
ンが一般であったが，中国では肯定的なトーンが
主流であった．また，日本では称賛・批判のコメ
ントは少なかったが，中国の専門家は常に政府の
政策を支持するチアリーダーであったにも関わら
ず，中国の制御措置を称賛する専門家はほとんど
引用されていなかった．
　日本では実際には専門家が政府に複数の選択肢
を積極提供し，政府が受動的に最終決定する流れ

があった．しかしアジェンダ設定目的で，メディ
アは専門家を政策主導するが批判の少ない積極的
唱道者として引用されており，これが専門家が政
策の意思決定に責任を負っているという誤ったイ
メージを生み出したといえる．中国では，専門家
は政策の意思決定に密接に組み込まれ実際に大き
な影響力を与えたが，メディアはプロパガンダの
目的で専門家を科学のみの分野で引用し正統性を
高めていた．
　これらの比較は，メディアにおける専門家の声
のメディア構築を示すだけでなく，さらに，社会
が健康危機にどのようにシステム的に対応したか
を反映するインジケータとなり得る．そこでは，
誰が発言を許され，何を発言または伝達すること
が許されるかが決められている．パンデミックは
複雑な問題であるため，本研究が明らかにした提
言者の不在や，公共の議論での科学と社会科学の
境界に関して，健康危機への対応がワン・ボイス
乃至ユニーク・ボイスや技術的知識のみによって
正当化できるかという疑問と実際の状況と併せて，
さらなる議論が必要である．その議論から，専門
家に期待される役割が浮かび上がってくるだろう．

1.3　 ઐ໳ՈʹΑΔιーシϟϧϝσΟΞΛ௨͡た
COVID-1� ৘報の఻ୡͱ国ຽײ৘ʙ೔தの
ൺֱ෼ੳ͔Β

1.3.1　研究໨的
　本研究の目的は，日本と中国における専門家に
よる COVID-19関連情報の SNS上での発信の特徴
を明らかにし，国家間比較を通じて，異なる政治
体制・社会構造における専門家のリスク・コミュ
ニケーションの相似点と相違点を実証的に解明す

(A)  (B) 

図 2 A）各段階における対象データ数とその経時変化；B）分析の 4つのステップ．
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ることである．感染症のような不確実性の高いリ
スク状況下において，専門家は暫定的な科学的知
見を分析・解釈し，リスク対策を提言する役割を
担う．そのため，専門家による情報発信は社会の
危機克服において不可欠であり，同時に，ソー
シャルメディア上でも主要なアクタとして注目さ
れる．本研究では，政治体制や社会的権威の在り
方が異なる日中両国において，専門家の発信がい
かなる特徴を持ち，どのような反応を引き起こし
たかを検討した．
1.3.2　研究ํ๏ɾܦա
　分析対象は，2020年 1月から 5月にかけての中
国のWeibo投稿約 30万件（1月 1日～3月 27日）
および日本のX（Twitter）投稿約 30万件（1月 23
日～5月 25日）である．分析事例として，感染症
の不確実性がもっとも高い武漢ロックダウンと日
本の第一波の期間を設定した．分析手法としては，
半教師あり学習手法である seeded LDAおよびLSS
（Latent Semantic Scaling）を用い，主題の抽出と感
情的・言説的特徴の定量的把握を行った．具体的
には，①専門家に関する議題の変化，②不安・恐
怖および無作法な言説（incivility）の指標変化，
③これらと具体的リスク対策との関連，④日本の
専門家による発信の特徴を中心に検討した．
1.3.3　研究成果
　分析の結果，日中両国に共通して，政府による
対応方針が確定する以前は「政府責任」に関する
議論や無作法な言説が多く，不安・恐怖の言説も
不確実性の高い時期に集中していた．一方で，両
国の政治体制の違いが専門家に対する言説に影響
を及ぼしていた．中国では，政府批判の割合が明
確に低く，戦争メタファーを用いた「困難克服」

の言説が支配的であったのに対し，日本では「困
難」を中心に据えた語りが多く，戦争メタファー
の使用は控えめであった．また，日本では専門家
の発信が一貫して冷静かつ中立的であったことも
確認された．ダイヤモンド・プリンセス号の事例
を除き，専門家自身の発信が不安を抑制し，国民
の協力を促す機能を果たしていたと考えられる．
一方で，緊急事態宣言前には専門家個人に対して
無作法な言説が集中する傾向もみられた．これら
の知見は，政治体制，社会構造などが SNS上のリ
スク・コミュニケーションの様態に影響を与えて
いることを示唆する．今後の課題としては，比較
対象と分析事例を追加し，分析デザインをより一
層精緻化していく必要がある．

1.4　 ΦンϥΠンۭؒで COVID-1� Ϧスク͸Ͳの
Α͏ʹίϛϡχέーション͞Εた͔ʁ

1.4.1　研究໨的
　現在のメディア環境では，市民がリスクを把握
するうえでオンラインメディア，特にソーシャル
メディアが与えている影響を無視することはでき
ない．そこで本プロジェクトでは，COVID-19に
関する議論を中心に収集したビッグデータを様々
な観点から分析し，パンデミック状況下で市民が
どのように情報を共有し，また専門家やマスメ
ディアの発信する情報に反応したかを把握するこ
とを試みた．
1.4.2　研究ํ๏ɾܦա
　分析に供したデータは，Twitter（現X）などAPI
が利用できるものに関してはこれを用い，また
Wikipediaや Yahoo!コメント欄などについては独
自の Pythonプログラムなどを作成して収集した．

図 3　結果の一部：コロナ対策と「不安・恐怖」「無作法」との関連
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これらのビッグデータに対して，統計処理や機械
学習などの量的分析手法，さらに言説分析などの
質的手法を用いることで総合的な知見を得ること
を試みた．
1.4.3　研究成果

COVID-19パンデミックに関連した多くのト
ピックがソーシャルメディアの中心的な話題と
なった．これらの話題の分析結果からは，多くの
知見が得られた．たとえばパンデミック初期には，
「PCR検査」を巡りソーシャルメディア上で多く
の議論が交わされたが，「検査抑制論」すなわち政
府が意図的に検査を抑制しているなどの論は小集
団によって強固に支持されていたものの，多くの
議論はより大きなオンラインメディアのフレーミ
ングに依存していることが示された（田中ほか，
2022）．
　ソーシャルメディアとマスメディアの協働，さ
らには専門家やその集団の知見が，誤った情報を
修正できた事例も観測された．この事例において
は，新型コロナウイルスの「変異株」が登場し始
めた時期，当初は「変異種」という呼称が一般化
したが，これはソーシャルメディア上の専門家の
訂正活動が先鞭をつけ，さらに学会声明を受けた
テレビなどマスメディアの呼称修正などを受け，
メディア上での呼び方が修正された（Lim et al. 
2024；図 4A）．
　こうした誤情報の訂正に際しては，誤情報の構
造的否定はどのような効果を持つのだろうか．
我々は「新型コロナワクチンは不妊をもたらす」
というソーシャルメディア上の流言に関しての分
析を行った．「ワクチンにより不妊になるという
Twitter上の流言は，少数の扇動者によって拡大し
ている」という分析結果が，公共放送や大手新聞
社で大々的に報道された前後で，Twitter上での議
論状況を比較分析したところ，ある程度の情報訂
正効果は認められるが，可逆的な範囲にとどまる
ことが示された（図 4B；論文投稿中）．また同時
にこの際の分析データからは，日本における科学
的議論は，米国などとは異なる党派的構造を持つ
ことが見出された．
　そして COVID-19においては，医療・医学情報
を発信した専門家は，世界各国と同様，日本でも
激しい攻撃に悩まされた（田中・端・于・吉田，
2024）．この実態について，Twitter（X）上で継続
的な情報発信を行った 14名の専門家に対して市民
が寄せた反応（リプライ）を分析したところ，事
前の予想に反して，寄せられていたのは必ずしも

極端な批判ばかりではないことが明らかとなった
（姚・吉田・田中，2024）．この結果からは，ソー
シャルメディアで情報発信している専門家には，
アルゴリズムによって激しい批判が可視化されて
おり，それが専門家を悩ませている可能性が示唆
される．
　それでは，科学に対する懐疑的な雰囲気が，対
話を通じて変化した例は無いのだろうか．我々は
10年以上の長期にわたって収集してきた HPVワ
クチンに関する Twitterの議論データ 400万件分を
分析した．すると，2014年から 17年にかけて，
科学的態度を維持しつつも誠実な対話をする人々
によって雰囲気がワクチン許容に変化していく様
子が観察された（藩・吉田・田中，2024）．この成
果については，より詳細な分析を行っている（論
文投稿準備中）．
　科学的不確実性の高いパンデミックの最中では，
信頼できる情報をどのように構築するかが課題と
なる．Wikipediaでは市民ユーザの努力によって
COVID-19に関しての質の高い情報が構築され続
けたが，我々はこれがどのようなタイプの人々に
よるのかを分析した．すると多くの記事が，普段
は「政治・社会」の記事を好んで書いている編集
者により骨格が作られ，それに続いて細部の科学
的正確さを「医療・科学」の記事を選好する編集
者が担保していくという構造が見られた（Yang & 
Tanaka, 2023）．
　こうした分析の結果は，COVID-19を巡るオン
ライン・メディア議論の混乱を描写していると同
時に，その対処についての示唆も含んでおり，今
後の研究およびリスクコミュニケーション実践に
大いに資するものと考えられる．

1.�　੓࣏෩ࢗອըʹ͓͚ΔՊ学ͱઐ໳Ո૾
1.�.1　研究໨的
　コロナ禍においては多くの専門家がメディアを
通じて知見を発信したが，科学知識の「解釈的次
元」（Wynne, 1998）の観点から考えると，専門家
ではない一般市民がどのように専門家の知識・知
見を理解し，素人知（lay knowledge）を形成して
いったかを分析することは重要である．日本にお
いてマンガは娯楽だけでなく教育を目的としたメ
ディアでもあり（Berndt, 2017），コロナ禍が始
まって以来，多くのマンガ家やアーティストがコ
ロナ禍をテーマにした作品を制作してきた．マン
ガをはじめとした視覚メディアは医療・科学言説
の一部として機能している（Jarreau et al., 2021）



35

日立感染症関連研究支援基金 研究成果報告書

(A)

(B) 

図 4  A）Twitter（a）およびテレビニュース（b）における「変異株（赤）」お
よび「変異種（青）」の使用頻度の時系列変化．B）COVID-19ワクチンを
接種すると不妊になる，という流言が少数の扇動者によって拡散してい
るニュースが報じられたあとの Twitter議論ネットワーク図および報道前
と比較してのユーザ移動傾向とアクティビティの変化．緑がワクチン推
進派，赤がワクチン懐疑派を示す．
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が，同時に科学技術災害についての解釈や経験を
一般市民が発信する場でもあり（Abe, 2017），科
学や専門知についての社会的イマジナリー
（Jasanoff and Kim, 2015）をとらえるための重要な
資料である．本研究は，政治風刺マンガを対象に，
専門家・専門知が一般市民の間でどのように表象
されてきたかを分析した．
1.�.2　研究ํ๏ɾܦա
　本研究は 2020年から 2021年にかけて製作され
た日本政府の対応を批判する政治マンガエッセイ，
特にリベラル・保守の両極から，ぼうごなつこの
『100日で収束しない日本のコロナ禍』と小林よし
のりの『ゴーマニズム宣言スペシャルコロナ論 3』
を取り上げ，科学・専門知・専門家の表象を分析
する．方法として，MaxQDAを用い，2つの漫画
エッセイの，文献と帰納的分析に基づくコーディ
ングを行った．本研究で扱うコードは「専門家」
「科学」「事実」であり，それぞれ，専門家につい
ての言及，科学または科学知識についての言及，
事実を事実である（または事実でない）とする主
張を含む言及をコード化した．
1.�.3　研究成果
　コード化されたセグメントはそれぞれ 288点
（ぼうご）と 835点（小林）にのぼった．画面構成
や総文字数の差から，小林の方がコード化された
セグメントが多いが，ぼうごの「専門家」と「科
学」のコードがほぼ同数に近かった（「専門家」
29，「科学」27点）のに対し，小林は「科学」の
コードが突出して多く（90点），次いで「事実」
（66点）であった．両者に共通する特徴としては，
反権力であり，政府や特定の専門家について否定
的でありながら，自らの主張が「科学的」「論理
的」「データに基づく」ものであることの強調が多
く見られた．例えば科学的なメカニズムを教育マ
ンガのように視覚的に説明する内容や，「データを
正しく読む」やり方を説明する内容は共通してい
た．つまり，反権力・政府批判ではあるが，その
批判の根拠は（彼等自身が正しいと理解している）
「科学」「論理」に基づいており，政府や特定の専
門家の「非論理性」を強調するものである．
　ただし，「科学」「論理」の表出の仕方には違い
が見られた．第一に，ぼうごが専門家・政治家の
発言の報道とそれに対する反論を短く 1コマずつ
端的に表現しているのに対し，小林は報道の説
明・引用と反論が複数コマにまたがり，専門家の
発言と小林の発言が別々のコマとして交互に現れ
るような構成となっている．この違いからはぼう

ごが（正しい）論理が共有されているという前提
を「長々と説明しない」「一言で分かる」ことで表
現しているのに対し，小林は「何故自分の反論が
正しく専門家の発言が間違っているかを丁寧に説
明する」ことを通じて，自らの論理が「誰が読ん
でも正しいと分かる」ことを強調している．
　第二に，専門家に対する不信感の根拠が異なっ
た．ぼうごの不信感の根拠には「連座の誤謬」
（guilt-by-association）とも言うべきものが見られ，
政府によって任命された専門家はそれ自体が信用
ならず，特定の分野の専門家が専門外の分野で発
言や知見を求められることは不適格であるとした．
よって，「専門家」そのものに不信感を抱いている
訳ではない．それに対し，小林は「専門家」「専門
知」そのものがサイロ化されているとし，他分野
のことが見えていないため，不信感の根拠は「専
門家」のあり方そのものである．小林にとって信
頼できる専門家とは「総合知識」を持つ人間であ
り，究極的には自分自身または自分の解釈と一致
する人々となる．
　ぼうごと小林の「専門家」「専門知」に対する解
釈は，様々な論争（マスク，PCR，ワクチンなど）
が一般市民に感情的にどう理解されているかを視
覚的に説明し，それらの論争における戦略，前提，
論理の訴求の多様性を示すものである．国際比較
調査においても，日本では専門家は比較的信頼さ
れているとされているが（石橋・田中・関谷　
2021），政治風刺マンガのような周縁メディアにお
いてははっきりと（時に過激に）異議が唱えられ
ている．しかし，その異議においても「科学」へ
の信頼は揺らいでいないことが特徴的であり，菅
原（2022）が「科学化」と述べる「『科学』と『政
治』の絡み合った問題を「科学」の問題と見な」
すことを希求する様相が見られた．

1.6　 COVID-1� Ψόφンスʹ͓͚Δઐ໳ੑの՝
୊ʙ೔ຊʹ͓͚ΔՊ学ओٛɼ੓࣏ɼͦしͯ
ϝσΟΞڥ؀

1.6.1　研究໨的
　科学技術社会論分野を牽引してきた著名な研
究者である Sheila Jasanoff（ハーバード大学）と
Stephen Hilgartnerは，COVID-19パンデミックに
際して各国社会の対応を国際研究プロジェクト
“Comparative Covid Response: Crisis, Knowledge, 
Policy”（略称 CompCoRe）を組織して比較分析
した．田中，佐藤，寿楽は本研究に先立ってこ
の CompCoReに参加したが，その中間報告書
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（Jasanoff et al. 2021）は「専門家の知識を公共政策
において用いるにあたって，何がそれらを信用で
きる，正当な，そして信頼できるものとしている
のか」という論点こそが，危機における科学・技
術・社会における主要な問いであると喝破した．
そこで重要になるのが “social compact” の機能・
役割とそれに対する見方の更新の必要性である．
Social compactは，日本で一般には social contract
（社会契約）として理解されているものと同種で
あり，CompCoRe中間報告書が述べるように，そ
の古典的理解では市民と市民，あるいは市民と国
家の関係についての概念と受け止められてきた．
これに対して Jasanoffらは，21世紀においては，
“epistemic authority”（認識上の権威）こそが最も重
大な問題になることを自覚し，従来の概念を補完
する必要がある，それこそが科学技術社会論が科
学・技術・社会の相互作用に関してかねて主張し
てきたことだと指摘する．
　こうした理論的主張を COVID-19パンデミック
後の日本の状況に適用しつつ，その当否を検討し，
また学術的・社会的示唆を得るためには，質的・
量的データを収集した上で，日本社会では専門知
やそれを有する専門家が危機への対応，その際の
政策形成・決定においてどのように位置づけられ
たのか，また，それがどうあるべきだと人びとに
目され，また現実がそれとどれだけ一致したりし
なかったりしたのかを実証的に問うことが必要だ
と考えられた．
1.6.2　研究ํ๏ɾܦա
　そこで，本研究では，COVID-19パンデミック
のガバナンスにおける主要な論点に着目し，マス
メディアのデータ，公的文書，聞き取り調査の分
析により論争の軌跡を追うことで，専門知と政治
や政策決定との相互作用についての主要な見解・
前提を整理することを試みた．

COVID-19パンデミックが生じた 2020年初頭
から 2022年までの国内新聞各紙の記事について，
①水際対策，② PCR検査，③「空気感染」，③医
療，④差別，⑤市民（社会），⑥専門知に関する
内容を含むものをトピックモデリングにより抽出
し，コーディングを行って内容分析を行った．
　また，パンデミック時の危機対応における科学
的助言に関与した専門家への聞き取り調査を並行
して実施し，異なる立場や専門性を有する当事者
の認識の共通点や差異を抽出することを試みた．
1.6.3　研究成果
　調査分析の結果，前項で挙げた 6つの論点につ

いて対立する見解が，立場を異にしつつも共通し
て強力な科学主義，技術解決主義，本質主義，そ
して欠如モデル的な市民観を有している可能性が
示唆されている．政治や社会的価値観を専門知や
科学技術の領域から分離して考えるアプローチは
パンデミック中により強固になり，どのような専
門知が妥当であるかという議論や，専門知の政治
性や優先すべき社会的価値観は何かという議論を
妨げてきた可能性が強く示唆された．
　これはすなわち科学的助言に関する日本社会に
おける social compactそのものであり，かつ，それ
は 21世紀における social compact，その中でも特
に重要とされる epistemic authorityのあり方につい
ての問い直しや刷新を妨げる傾きを強く持ってい
るものと解釈できる．すなわち，日本社会の科学
的助言に関する social compactはそれ自体が自己言
及的な省察を難しくする含みを持つわけで，これ
は科学社会学における「構造災」概念（松本
2002＝2012; 2009; 2012）とも通底する，同型の失
敗を繰り返し生じることを通じて公益を毀損し続
けるシステムを構成している可能性が高い．
　特に，本来は真っ先にこうしたシステムを批判
的に分析し，乗りこえる示唆を与えるべき科学技
術社会論の分野においても，日本では独特の展開
が見られ，それらが同様に上記の特質を共有し，
むしろ強固な social compactの一部を構成している
らしいことは特筆される．
　すなわち，国内の STS分野では，いわゆる「踏
み越え」論が，専門家やその助言が政治・行政と
科学の界面における位置どりについて，規範的な
側面にも力点を置いた分析を加えた（例えば尾
内・調 2020，本堂 2020，米村 2020，さらに議論
の整理として定松 2021，廣野 2022）り，あるい
は，それにさらに加えて助言の内容を対抗的な専
門知に照らして批判的に検討し，代替案を提示し
ようとする取り組みも見られた（例えば本堂
2020，2022），いずれも学会内の議論に大きな論点
をもたらした．
　しかしながら，例えば，COVID-19パンデミッ
クに際しての最も主要な科学的助言のしくみで
あった「専門家会議」等の助言組織に「踏み越え」
をさせているのは誰か，あるいは何か．もちろん，
政治家，官僚あるいは専門家自身の意図や相互作
用がその背後にあることには疑いはない．しかし
ながら，social compact論から見れば，市民社会
が望まない，許容しない「踏み越え」が冒された
という捉え方ばかりではなく，広範な社会的期待
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（例えば，専門家の助言よりも「科学」そのもの
を根拠としようとする態度．Sugawara and Juraku 
2018, Juraku and Sugawara 2021や菅原 2022を見
よ）が認識上の権威をどのように位置づけ，支え
たのか，むしろそれこそが帰結としての「踏み越
え」をもたらしたのではないかという新たな疑問
に行き当たる．
　今後，来るべき次の危機に備えるためには，学
術的にも社会的にも，表面的な制度改編の議論，
あるいは専門家の倫理に焦点を集中させる議論ば
かりではなく，私たちの市民社会自身がどのよう
な epistemic authoroityのあり方を望み，どのよう
に social compactを刷新するべきなのか自覚的にな
る必要がある．それこそが「構造災」の状況を真
に打破することにつながるものと考えられる．
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2024年 10月 22日

19. 田中幹人「市民の理解・共感を得るために～リスク
コミュニケーションの視点から」結核とパンデミッ
ク～これまでとこれから by結核予防会　2024年 9
月 30日　招待有り

20. 田中幹人，端希子，于海春，吉田光男（2024）
「COVID-19渦中でメディア発信した専門家への攻
撃」人工知能　39（3）365-373.

21. 田中幹人，奈良由美子，武藤香織，小坂健（2024）
「専門家」としてのリスクコミュニケーション実践，
人工知能　39（3）355-364.



39

日立感染症関連研究支援基金 研究成果報告書

22. 田中幹人，「新型コロナウイルス禍の新聞報道をめ
ぐるリスク・コミュニケーション［コメンタリー］」
2023年社会情報学会　2023年 9月 17日

23. 田中幹人，「COVID-19の事例から振り返る SNS コ
ミュニケーションの課題」第 97回日本感染症学会
総会・学術講演会第 71回日本化学療法学会学術集
会合同学会　2023年 4月 29日　招待有り

24. 田中幹人「リスクコミュニケーションにおけるメ
ディアとサイエンス」ILSI Japan セミナー　2023年
2月 8日

25. 田中幹人「リスク「コミュニケーション」への遠い
道：コロナ禍中の実践から」公衆衛生シンポジウム　
2022年 10月 9日

26. 田中幹人，石橋真帆，于海春，林東佑，楊鯤昊，関
谷直也，鳥海不二夫，吉田光男（2022）「COVID-19
をめぐるメディア・コミュニケーションとその課
題」医療と社会，32（1）11-22.

27. Tanaka, M., “Responsible communication of science to 
the public,” OECD Global Science Forum 2023年 4
月 21日　招待有

28. Tanaka, M. “The Fundamentals of Risk Communication: 
A Message Centered Approach,” Strengthening the 
Philippine Health Laboratory Network: Learn from 
Japan and the Philippines 2024年 9月 6日　招待有

29. Tanaka, M., “The gap between theory and Practice: 
Insights from Japan’s science communication struggle 
during Covid-19,” “Communicating science effectively? 
New insights from science communication and science 
journalism research for researchers’ changing roles 
towards society,” University of Twente, The Netherlands
2024年 7月 12日　招待有

30. Tanaka, M., Yuriko Chikusa, Lim Dongwoo, Seita 
Emori, Digging from the tip of the iceberg: Japanese 
hidden partisanship lies among climate change, Covid-
19 and other science topics, CLOUD-C Berlin Meeting, 
@The Wizenbaum Institute 2024年 4月 18日

31. Tanaka, M., “Session 5. Scientific advice at different 
scales: coordination and contextualization: Insights from 
Japan,” OECD Global Science Forum: Scientific advice 
in crises: lessons learned from COVID-19,” 2022年 3
月 4日　招待有り

32. Tanaka, M., “Science Communication in Japan: History, 
characteristics, and tendencies,” LSC Science Commu-
nication Colloquium 2022年 3月 2日

33. 楊鯤昊，田中幹人，（2024）「WikipediaのCOVID-19
関連記事の編集過程から見る科学知の共創過程」人
工知能　39（3）394-399.

34. Yang, K., Mikihito Tanaka, “Crowdsourcing Knowledge 
Production of COVID-19 Information on Japanese Wiki-
pedia in the Face of Uncertainty: Empirical Analysis,”
Journal of Medical Internet Research 25（e45024）2023
年

35. 姚遠，吉田光男，田中幹人「Twitter（X）における
専門家によるCOVID-19リスクコミュニケーション
とその受容」社会情報学会 2024年会@香川短期大
学　2024年 9月 15日

36. 于海春・田中幹人（2024）「『英雄』をもって乱を制

す―武漢ロックダウン後のWeibo 議論から―」『人
工知能』　39（3）, 387-393.

37. 于海春・田中幹人（2024年 12月 6日）「専門家に
よるソーシャルメディアを通じたCOVID-19 情報の
伝達―日本と中国の比較―」科学技術社会論学会年
次大会 2024〔東京大学本郷キャンパス〕

38. 于海春・田中幹人（2023年 2月 21日）「専門家へ
の言及はいかに中国 SNS上におけるコロナ関連の
センチメントに影響したのか―武漢ロックダウンの
事例から―」第 2回計算社会科学会大会

39. Yu, H., & Tanaka, M. （2022, July 8）. Agenda shifting 
and sentiment changing in the Japanese newspaper dur-
ing the COVID-19 pandemic. Paper presented at the 
IAMCR 2022 Pre-conference “Big Data in Communica-
tion Research: A Contextual Turn?”, Online.

40. 于海春・田中幹人（2022年 2月 28日）「新聞におけ
る新型コロナ感染症に関する情報伝達と感情変化の
実証分析」第 1回計算社会科学会大会（CSSJ2022）

3．今後の課題・展望・提言等
　本研究は，多くの学術的成果を挙げ，またリス
クコミュニケーションの実践のうえでも，多くの
知見が得られている．これらは次なるパンデミッ
クにおいてソーシャルメディアにおいて専門家や
専門組織が情報発信をする際にも重要な示唆を提
供すると期待できる．
　ただ，どのようにしてこうしたリスクコミュニ
ケーションの実践知を深め，また継承していくか
は大きな課題である．かつての新型インフルエン
ザ H1N1や東日本大震災の際にも数多くの学術
的・実践的な教訓が得られたが，それらの知見は
社会のなかで散逸し，危機にあたってしばしば場
当たり的に，そして時宜を逸したタイミングで参
照された．
　こうした轍を踏まないためにも，本研究は今後
も発展させていくと共に，今後も学術誌のみなら
ず一般向け書籍などにおいても発信していく．ま
たそれと同時に，知の社会実装の取り組みを継続
していく予定である．
　末尾となるが，日立感染症関連研究基金に有形
無形でのサポートをいただいたことによってこの
研究が可能となった．ここに感謝を述べると共に，
この分野に対して，上記のようにこの分野の研究
に，細く長い継続的支援をいただけることを何卒
お願いしたい．パンデミックのようなリスクに対
して実効性をもって対処できる市民社会は，民主
主義と同じく不断の努力によってこそ可能になる
からである．



40

日立感染症関連研究支援基金 研究成果報告書

参 考 文 献

 1. Abe, Y. （2017）. Why Manga Matters after Fukushima. 
Media-N, 13（1）. doi:10.21900/j.median.v13i1.4

 2. Berndt, J. （2017）. Manga meets Science: Going beyond 
the Education-Entertainment Divide. In R. Leinfelder, A. 
Hamann, J. Kirstein, & M. Schleunitz （Eds.）, Science 
meets Comics: Proceedings of the Symposium on Com-
municating and Designing the Future of Food in the 
Anthropocene （pp. 41-59）. Berlin: Ch. A. Bachmann 
Verlag.

 3. ぼうごなつこ（2021）．『100日で収束しない日本の
コロナ禍』扶桑社．

 4. 石橋真帆，田中幹人，関谷直也（2021）．「新型コロ
ナウイルスに関する情報行動の国際比較」『日本リ
スク学会第 34回年次大会講演論文集』Vol. 34, Nov. 
20-21

 5. Jarreau, P. B., Su, L. Y. F., Chiang, E. C. L., Bennett, S. 
M., Zhang, J. S., Ferguson, M., & Algarra, D. （2021）.
“COVID ISSUE: Visual Narratives About COVID-19 
Improve Message Accessibility, Self-Efficacy, and Health 
Precautions,” Frontiers in Communication , 6 . 
doi:10.3389/fcomm.2021.712658

 6. Jasanoff, S., & Kim, S. H. （2015）. Dreamscapes of 
Modernity, University of Chicago Press.

 7. 小林よしのり（2021）．『ゴーマニズム宣言スペシャ
ルコロナ論 3』扶桑社．

 8. 菅原慎悦（2022）．「リスク・ガバナンスと「安全」
の「科学化」」関西大学社会安全学部編『検証
COVID-19災害』ミネルヴァ書房，43-59.

 9. Wynne, B. （1998）. May the Sheep Safely Graze? A 
Reflexive View of the Expert-Lay Knowledge Divide. In 
S. Lash, B. Szerszynski, & B. Wynne （Eds.）, Risk, 
Environment and Modernity: Towards a New Ecology.
London: SAGE Publications.

10. 尾内隆之，調麻佐志（2020）．「新型コロナウイルス
感染症対策における科学と政治」，『科学』，90（6）:
489-507．

11. 定松淳（2021）．「2020年コロナ禍・最初の緊急事
態宣言までの科学と政治」，『生物学史研究』，101:
25-32．

12. 寿楽浩太（2023）．「第 13章各国のパンデミック対
応に関する比較分析が与える示唆―科学技術社会論

の見地から―」，国立国会図書館立法調査局（編）
「科学技術のリスクコミュニケーション―新たな課
題と展開―科学技術に関する調査プロジェクト報告
書」．

13. 菅原慎悦（2022）．「リスク・ガバナンスと『安全』
の『科学化』」，関西大学社会安全学部編『検証
COVID-19災害』ミネルヴァ書房，43-59.

14. 廣野喜幸（2022）．「危機下の科学的助言―新型コロ
ナウィルス感染症対策専門家会議の「前のめり」を
どう評価するか―」，『哲学・科学史論叢第二十四
号』，67-107．

15. 本堂毅（2020）．「感染症専門家会議の『助言』は科
学的・公平であったか：科学者・医学者の行動規範
から検証する」，『世界』，2020年 8月号，75-83.

16. 本堂毅（2022）．「空気感染／エアロゾル感染をめぐ
る国立感染症研究所の考え方と応答」，『科学』，92
（4）: 295-296.

17. 米村滋人（2020）．「感染症対策の法的ガバナンスと
専門家の役割」，『法律時報』，1512:1-3．

18. Jasanoff, S., HIlgartner, S., Hurlbut, J. B., Özgöde, O. 
and Rayzberg, M. （2021）. “Comparative Covid 
Response: Crisis, Knowledge, Politics: Interim Report”,
h t t p s : / / c o m p c o r e . c o r n e l l . e d u / w p - c o n t e n t /
uploads/2021/03/Comparative-Covid-Response_Crisis-
Knowledge-Politics_Interim-Report.pdf

19. Juraku K, Sugawara S. （2021）. Structural Ignorance of 
Expertise in Nuclear Safety Controversies: Case Analy-
sis of Post-Fukushima Japan, Nuclear Technology 207
（9）: 1423-1441.

20. Sugawara S, Juraku K. （2018）. Post-Fukushima Contro-
versy on SPEEDI System: Contested Imaginary of Real-
time Simulation Technology for Emergency Radiation 
Protection, S. Amir （ed.）, The Sociotechnical Constitu-
tion of Resilience: A New Perspective on Governing 
Risk and Disaster, Palgrave Macmillan, Chapter 9.

21. 松本三和夫（2002＝2012）．『知の失敗と社会――科
学技術はなぜ社会にとって問題か』，岩波書店．

22. 松本三和夫（2009）．『テクノサイエンス・リスクと
社会学――科学社会学の新たな展開』，東京大学出
版会．

23. 松本三和夫（2012）．『構造災――科学技術社会に潜
む危機』，岩波新書．



41

日立感染症関連研究支援基金 研究成果報告書

1．研究目的ɿ૲のࠜの੠Λฉ͖ɼ܇ڭΛಋ͖ग़͢
　本研究の目的は，サハラ以南のアフリカにおい
て新型コロナウイルス感染症（以下，新型コロナ）
のパンデミックと各国政府による対応策の両方が
もたらした生活への衝撃を，現地住民がどのよう
に受け止め，そして乗り越えたのかを草の根の声
の収集から明らかにすることにある．それによっ
て，政策実施者の視点のみならず一般市民の視点
からも教訓を導き出し，次のパンデミックに備え
る国際社会の議論に貢献することをめざす．
　特に，政府による感染症対策が政治的に利用さ
れる可能性を示すと同時に，政府に対する一般市
民の不信感が政策の効果を妨げる可能性があると
示したことは，本研究の大きな貢献である．研究
対象国では，政治家が選挙で票を獲得したり，政
府が与党を有利にしたりするために感染症対策を
利用したとの批判があった．偏った政策は，人々
の政府への信頼を損ない，予防措置やワクチン接
種の普及に悪影響を及ぼす可能性がある．予防策
の迅速な実施はパンデミックを抑制するうえでは
重要であるものの，社会的に脆弱な人々の保護や
人権保障という観点では慎重に検討すべきである．
ただし，本調査で明らかになったのは，政府やそ
の政策に対する人々の認識は複雑かつ多面的であ
り，多くの場合，時間の経過や政策の結果に左右

されるということである．さらに，一般市民は生
存戦略として政府の政策を巧みに操りながら即興
的に創造的な活動を展開していた．困難な時期に
人々のレジリエンスの源泉を理解し，平常時にお
いて公的支援を通じてそれらを強化することは重
要である．

2．�研究のഎܠɿαϋϥҎೆのΞϑϦΧʹ͓͚Δ
৽ܕίϩφ

2023年 1月 2日までに報告されたアフリカ大陸
での新型コロナ感染者数は約 1,220万人，死者数
は 25万 6,000人であった（Africa CDC 2023）1）．
感染者数が最も多かったのは南アフリカで約 400
万人，モロッコとチュニジアで各約 120万人で
あった（JHU 2023）．これらの数値は，アメリカ
で 1 億人，フランスやドイツで 3,000 万人以上の
感染者数が出たことに比べると多くはない．しか
し，それは後になって明らかになったことである．
2019年末に未知のウイルスが中国で出現し，2020
年初頭に世界中に拡大し始めたとき，アフリカ諸
国の政府，国際機関，専門家たちは，このウイル
スがアフリカ大陸に上陸した場合には深刻な被害
をもたらすのではないかと懸念した．サハラ以南
のアフリカ諸国には，PCR検査や感染者の隔離，
接触者の追跡に必要な体制と設備などが整ってい

μ΢ンαΠυリスクΛࠀ෰͢るレジリエンスͱ実ફ஌の
୳ڀʕ৽ܕίϩφػة下のアϑリΧにおける૲のࠜの੠
助 成 期 間：2021 年 12 月 1 日～2024 年 11 月 30 日 
助 成 金 額：3,000 万円 
研究代表者：՚Ҫ࿨代 
　　　　　　౦ژ大学 ະདྷϏδϣン研究センター ಛ೚ࢣߨ

　本研究の໨的は，サϋラҎೆのアフリΧにおいて新型コロナの感染֦େと各国੓෎による対Ԡࡦがਓ々
にもたらすリスクとリスクೝ஌の実ଶをとら͑た͏͑で，ਓ々が実ફ஌を࢖ۦしてリスクをࠀ෰するաఔ
を໌ら͔にすることに͋る．対象஍ҬはウΨンμ，ΤチΦピア，έχア，コンΰຽओڞ࿨国，ジンόϒ
ウェ，タンβχア，ೆアフリΧで͋る．ݱ஍研究ؔػとのྗڠによるフィールド調査とΦンラインɾπー
ルを活用して新型コロナػة下での「૲のࠜの੠」をऩूし，ਓ々がリスクをࠀ෰していくաఔをಈ的に
とら͑た．ಛに，੓෎による感染症対ࡦが੓࣏的にར用されるՄೳੑをࣔすとಉ࣌に，੓෎に対するҰൠ
．で͋るݙߩのޮՌを๦͛るՄೳੑが͋るとࣔしたことは，本研究のେきなࡦຽのෆ৴感が੓ࢢ

1）医療機関と研究機関は 2023年にデータ収集を終了した．
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なかったためである（WHO 2020）．また，多くの
アフリカ諸国はワクチンを製造するにも，先進国
から調達するにも苦慮すると予想されていた．
　そのため，各国政府はかなり早い段階から厳し
い対策をとった．東アフリカで最初の感染者が
2020年 3月 13日にケニアで確認された後，14日
にはルワンダ，16日にはタンザニアで感染者が確
認されたことから，感染拡大を恐れた各国政府の
封じ込め政策が始まった．5月までにサハラ以南
アフリカの 26か国が緊急事態宣言を出し，34か
国がロックダウン（都市封鎖）を実施し，46か国
が国境を閉鎖した（UN 2020）．感染の拡大に事後
対応するのではなく，事前に厳格な予防策を実施
するという方策が新型コロナのパンデミック対策
では採用されたのである．
　アフリカでの感染者数が他の地域に比べて少な
いのは，封じ込め政策が成功したためなのか，ア
フリカでは若年人口率が高いためなのか，あるい
は検査数が少ないために現実の感染者数が把握で

きていないためなのか，明確な答えを出すことは
難しい．その一方で，強硬な政策が人々の命を守
ることに成功したと諸手をあげて評価することも
また難しい．政策が人々の生活に及ぼした衝撃の
大きさが深刻であったためである．経済活動への
制限は，経済的利益を損なうのみならず，人々の
生活の糧を奪い，特にギリギリの生活をしている
人々を極度の貧困と苦難，ひいては死へと追いや
るリスクをもたらした．新型コロナのパンデミッ
クのみならず，感染症対策が人々の生計を悪化さ
せて飢餓リスクにさらしたり，他の感染症を悪化
させたりするリスク・トレードオフが起きていた
といえる．本研究ではリスクを，「人間の価値ある
側面を害する否定的なことが起こる可能性」と定
義する．そして，特定されたリスクを軽減するた
めの善意ある努力が他のリスクを増大させると判
明した場合，その状況をリスク・トレードオフと
呼ぶ．この分野の研究者であるグラハムとウィ
ナーによれば，リスク・トレードオフには，対象

図 1　アフリカ大陸における新型コロナの累計感染者数と死者数
出典：JHU 2023の統計をベースに筆者作成
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となるリスクと相殺されるリスクの種類，影響を
受ける集団によって下記のタイプがある（Graham 
and Wiener 1997）．
（1）リスク相殺：目標リスクと相殺リスクが同型

であり，同人口に影響する場合．例えば，コ
ロナ封じ込め政策が同じ住民のマラリア感染
リスクを高めてしまう場合．

（2）リスク代替：目標リスクが同人口の異なるタ
イプのリスクに影響する場合．例えば，コロ
ナ封じ込め政策が同じ住民の貧困リスクを高
めてしまう場合．

（3）リスク移転：目標リスクが異なる人口の同型
のリスクに影響する場合．例えば，A地域の
ワクチン配布を優先するために B地域の感染
リスクが高まる場合．

（4）リスク変換：目標リスクが異なる人口の異な
るタイプのリスクに影響する場合．例えば，
都市でのコロナ対策の強化が農村地域の生計
悪化につながる場合．

　これらのリスク・トレードオフを分析するうえ
では，研究対象地域の人々が新型コロナに加えて
どのようなリスクにさらされているのかを把握す
る必要がある．次節で詳述する 7か国共通質問紙
調査の中で私たちは 15のリスクを列挙して人々の
リスク認識を把握した．その結果，対象地域の
人々は新型コロナをハイリスクと認識しておらず，
経済的困窮などの方が深刻であった．
　本研究はさらに踏み込んで，新型コロナを「ダ
ウンサイドリスク」ととらえる見方を提示する．
ダウンサイドリスクとはもともと，経済用語であ
り，目標や期待収益を下回るリスクを指す．しか
し，アマルティア・センの人間安全保障に関する
報告書では，より一般的に「突然の貧困化」のリ
スクとして定義され，脆弱な人々を複数の困難に
さらすリスクを指した（Sen 2003）．新型コロナの
パンデミックとそれに関する政府の政策は，新型
コロナへの感染リスクだけでなく，他の病気が悪
化するリスク，生計が悪化して貧困状態を悪化さ
せて飢餓に陥るリスク，教育機関の閉鎖によって
教育を受ける機会を失うリスク，家庭内暴力や取
り締まりによる暴力にさらされるリスクなど，多
様なリスクに影響を及ぼす．したがって，新型コ
ロナは，人々を襲う多様なリスクを誘発し，複数
のタイプのリスク・トレードオフをもたらすダウ
ンサイドリスクであるとらえる．本研究の調査で
は，新型コロナだけでなく他のリスクとのかかわ
りの中で，リスクにさらされた人々の視点からリ

スクを観察する．
　さらに，過酷な環境にもかかわらず，しかも公
的なサービスや支援が不足しているにもかかわら
ず，人々は困難を乗り越える姿が観察された．そ
のため本研究では，人々が身の回りの生活の知恵
を駆使してリスクを克服していく対処戦略（Cop-
ing strategy）をとらえることに尽力した．人々は，
悪化した生計を立て直すため，あるいは失った教
育の機会を取り戻すために多様な対処戦略をとり，
レジリエンスを示した．レジリエンスは，柔軟な
方法で困難を乗り越える力を指す心理学的用語で
ある．人が何らかのストレスを受けて機能が低下
した状態から回復し，本来の機能にまで戻ったり，
あるいはそれ以上まで機能が高まったりする力を
示す．新型コロナの場合，アフリカにおいて新型
コロナがほぼ制御下にあるとみなされた 2022年ま
での間に，パンデミックは繰り返し人々を襲い，
封じ込め政策も繰り返し実施された．それでもな
お人々が機能を回復した過程にはどのような対処
戦略があったのかという点もまた，新型コロナパ
ンデミックから学ぶべき重要な教訓になるはずで
ある．

3．研究方法
　社会科学における学際的研究手法を採用し，以
下の 6段階での調査研究を行った．

3.1　研究νームのઃஔ
　研究対象地域であるアフリカ 7か国（ウガンダ，
エチオピア，ケニア，コンゴ民主共和国，ジンバ
ブウェ，タンザニア，南アフリカ）の現地研究機
関と連携し，日本在住のアフリカ研究者をリー
ダーとする 6つの研究チームを編成した（ケニア
とタンザニアは合同チーム）．

3.2　文ݙ調査
　アフリカにおける新型コロナ感染症拡大に関す
る研究論文および国際機関等の報告書を収集して
分析するとともに，リスク認識に関する先行研究
を精読し，リスク認識とリスク・トレードオフの
観点から以下 3点の仮説を立てた．
・仮説 1．アフリカ諸国では，新型コロナの感染
拡大下でも，他のリスクの方が認知が高い．
・仮説 2．アフリカ諸国では，新型コロナの感染
自体よりも，感染対策がもたらすリスクの方が
人々に深刻な影響をおよぼしている．
・仮説 3．新型コロナに関するリスク認識は，政
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府の政策に対する信頼によって影響を受ける．

3.3　࣭໰ࢴ調査ɿ7 ͔国ڞ௨ΦンϥΠン調査
　上記の仮説をもとに，本調査研究の根幹となる
質問項目を作成し，データプラットフォームを活
用したオンライン質問紙調査で計 840件の回答を
得た．

3.4　 ϑΟーϧυ調査ɿฉ͖औΓ調査ͱάϧープ
σΟスΧッション

　質問紙調査の結果を踏まえて調査計画を策定し，
現地研究機関との協力により，フィールド調査を
実施した．基本的な研究課題は共通する一方，具
体的な研究主題と方法は，国ごとに異なる．新型
コロナの社会的影響が各対象国で異なり，詳細に
調査すべき対象も異なったためである．対面ある
いはオンラインでの聞き取り調査とフォーカスグ
ループ・ディスカッションを通じて 7か国で約
1,760名の声を集めた．

ಉ研究者ͱのσΟスΧッションڞ　�.3
　各チームの研究打ち合わせは随時開催し，全体
研究会は 3年間に計 9回開催して調査の情報共有
と進捗報告を行った．

2021–22年度： 2021年 12月 7日，2022年 2月 15
日，6月 3日，2023年 1月 25日

2023年度： 2023年 4月 15日，2024年 1月 20日
2024年度： 2024年 9月 2日，9月 6日，10月

18日

3.6　 研究ίϛϡχςΟʹ͓͚Δ৘報ެ開ͱσΟ
スΧッション

　年に 1回（計 3回）のオンラインシンポジウム
を開催すると同時に，日本アフラシア学会および
日本アフリカ学会においてフォーラムを計 4回開
催して研究計画や進捗を公開した．

2022年度： 2022年 7月 9日日本アフラシア学
会，2023年 2月 21日オンラインシ
ンポジウム

図 2　研究体制

写真 1　日本アフラシア学会での発表 写真 2　オンラインシンポジウム
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2023年度： 2023年 5月 13日日本アフリカ学会，
2023年 10月 7日日本アフラシア学
会，2024年 2月 9日オンラインシン
ポジウム

2024年度：2024年 9月 27日日本アフラシア学会

4．ௐࠪ݁果
　本節では共通の質問紙調査および各国チームに
よる調査結果を述べた後，次節において調査研究
全体から得られた研究結果を提示する．なお，詳
細な調査結果は 2025年 5月に出版した書籍『Prac-
tical Wisdom and Resilience Overcoming Downside 
Risk: Grassroots Voices in Africa Under COVID-19』
（Springer, 2025）に掲載しているため，そちらを参
照いただきたい．

4.1　7 ͔国ڞ௨の࣭໰ࢴ調査ʹ見ΒΕΔϦスクೝࣝ
　文献調査に基づいて立てた仮説をもとに，本研
究の根幹となる質問項目を作成し，2023年 2月
に，データプラットフォームを活用したオンライ
ン質問紙調査を行った．南アフリカ 150件，コン
ゴ 132件，ウガンダ 115件，ケニア 117件，タン
ザニア 99件，ジンバブウェ99件，エチオピア 128
件の計 840件の回答を得た．質問では，マラリア
やエボラ出血熱などの他の感染症，災害，事故，

暴力，失業，経済的困窮や食糧難，政治的汚職・
腐敗・不正など多様な 15種類のリスクを挙げて
人々のリスク認識を把握した．そのうえで，リス
ク認識に影響を与える要因を探った．
　調査結果として顕著な結果を 3点挙げる．第 1
に，新型コロナ感染へのリスク認識はいずれの国
でも低いということである（図 3）．全体の平均と
して新型コロナに対するリスク認識は 7段階で 3.2
と低かった．15種類のリスクの比較では，いずれ
での国でも新型コロナは 7～11位に位置づけられ
た．7か国中 6か国においてリスクの第 1位は経
済的困窮であり，エチオピアのみが汚職・腐敗・
不正であった．第 2に，リスク認識に影響を与え
る要因として，直接的・間接的な新型コロナへの
感染経験に加えて，政府・科学・医療専門家に対
する信頼の影響が大きいことが明らかになった．7
か国いずれにおいても，政府に対する信頼は 5段
階評価で平均が 2以下と低く，科学と医療専門家
への信頼は平均 3～4の間と比較的高い．そして科
学と医療専門家への信頼度が高いほど新型コロナ
のリスク認識も高いという傾向が見られた．第 3
に，ワクチン接種を受けるか否かの判断に信仰の
深さが影響していると見られるが，国によって結
果が異なったため，個別のフィールド調査に詳細
をゆだねた．

図 3　新型コロナパンデミック中の多様なリスクへの認識
出典：質問紙調査をもとにクリスチャン・オチア作成
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4.2　ೆΞϑϦΧɿதؒ૚ࢢຽ΁のӨڹͱରԠ
　ステレンボッシュ大学を研究協力機関とする南
ア・チームは，中間層市民の経験と役割をテーマ
として調査を行った．先行研究では，アフリカ大
陸で最も深刻な影響を受けた国である南アフリカ
における新型コロナの影響が調査されてきたが，
貧困層を対象とする研究が多く，中間層市民の経
験については分析されてこなかった．南ア・チー
ムは 520名を対象とする大規模なオンライン調査
と中間層市民 20名を対象としたオンラインでの半
構造化インタビューを行った．その結果，感染数
が多かった南アフリカでも，新型コロナは深刻な
リスクとは認識されておらず，経済ショックや公
共サービスの悪化の方がリスクとして認識されて
いることが明らかになった．また，興味深い結果
として，人々は政府を信頼していないものの，政
府の新型コロナ対策は適切であったと評価してい
た．また，政府が貧困層への支援に注力するのは
仕方のないことであると受け入れ，中間層市民は
家族や市民社会とのつながりによって困難を克服
していた．中間層市民は納税や家族・親戚への支
援を提供する側として，社会のレジリエンスを支
える役割も担っていた．こうした周囲への支援は
黒人中間層に特有の負担（Black taxと呼ばれる）
のようだという意見がある一方，助け合いを尊重
するUbuntuの精神から当然だと答える回答者が多
く，肯定的な側面が強かった．

4.3　ジンόϒウΣɿ೶ଜ෦ͱ౎ࢢ෦でのੜ׆มԽ
　サ ム・モ ヨ・ア フ リ カ 農 業 問 題 研 究 所
（SMAIAS）を研究協力機関とするジンバブウェ・
チームは，アフリカにおける農村人口の集中を考
慮して，主に農村住民を中心とする 175名への対
面聞き取り調査と，69名が参加するオンライン・
フォーカスグループ・ディスカッションを行った．
また，都市部の経験と比較することで，新型コロ
ナのリスク認識，政府の封じ込め措置，回復力メ
カニズム，および主体性が異なる環境でどのよう
に異なったかを包括的に分析した．その結果，ジ
ンバブウェではパンデミックの初期に著名人が感
染して亡くなったことが人々にショックを与え，
リスク認識を高めることに貢献していたものの，
他のリスクと比較すると新型コロナのリスク認識
が高くはないことを明らかにした．それでもなお，
感染症への注目によって農業リスクへの注目がそ
がれ，経済的ショックの増大につながるという典
型的なリスク・トレードオフが起きていたことを

示した．また，人々は政府の対策をめぐって，本
来は渡航を制限すべき人が賄賂によって渡航でき
てしまったために感染源になったり，市場へのア
クセスに必要な証明書の発行に賄賂を求められた
りするなどの汚職に対しては厳しく批判するもの
の，政策自体は支持するという二面性を持つこと
を明らかにした．そしてジンバブウェでも，人々
のレジリエンスの源泉は，地域のつながりとイン
フォーマルな支援ネットワークにあることが明ら
かにした．

4.4　ウΨンμɿ৽ܕίϩφରࡦの੓࣏Խ
　ウガンダ殉教大学を研究協力機関とするウガン
ダ・チームは，172名を対象とする対面の聞き取
り調査を行った．多くの回答者が，パンデミック
自体よりも政府による厳しいロックダウンをリス
クと認識していることが明らかになった．また，
パンデミック中の 2021年に選挙が行われたことか
ら，ヨウェリ・ムセベニ大統領と与党の国民抵抗
運動（NRM）が選挙を有利に進めるために新型コ
ロナ対策を利用したと批判する声が多く上がった．
与党の候補が集会を開くときにはコロナなどない
ようなのに，野党候補が集会を開こうとすると感
染対策を理由に取り締まりが行われるといった事
態が報告された．それでもなお，2021年の第 2波
後は，中央政府の厳しい政策がパンデミックを防
いだと評価し，その一方で地方政府は有効な対策
をしなかったと失望する声が顕著になった．これ
は，調査を実施した研究者にとっても驚きの変化
であった．その要因を分析したところ，半権威主
義といわれるムセヴェニ政権による長年の中央集
権化政策が，地方政府の対応能力を減退させてい
たことが，パンデミックによって露呈したという
結論に至った．

4.�　 έχΞ � タンβχΞɿ学ੜのରॲઓུͱし
ͯのʮϋスϦンάʯ

　ロヨラ・メディアコミュニケーションセンター
を研究協力機関とするケニアとタンザニアの合同
チームは，両国では若者の行動が政治的・社会的
に大きな影響力を持つため，学生の対処戦略に注
目した．100名からの回答を得たオンライン質問
紙調査，171名への対面聞き取り調査，20名が参
加したフォーカスグループ・ディスカッションを
行った．両国ではパンデミックの初期からオンラ
イン学習への移行が始まったが，これはデジタル
環境の整備など様々な負担を学生に強いる一方で，
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経済的ショックによって学費提供者である親たち
の収入が減っているため，代替収入のために学生
が起業するという潮流を生んだ．当初は食べ物や
マスクなどの小売業から始まり，オンライン学習
への移行と合わせて，デジタルプラットフォーム
を活用したコンテンツの制作などに移っていった．
こうした若者の起業は「ハスリング」と名付けら
れて広まる一方，2022年選挙に向けて政治家が若
者を支援して票を集めるためにも利用された．総
じて，ケニア・タンザニアでは，地域社会に根差
すインフォーマル・ネットワークを生かしたハス
リングが対処戦略になった．

4.6　ΤνΦϐΞɿワクνン઀छ΁のޡ৘報のӨڹ
　アディス・アベバ大学およびエチオピア投資委
員会を研究協力機関とするエチオピア・チームは，
SNSや口コミなどによる誤情報がワクチン接種行
動にもたらした影響を分析した．アフリカでは
人々が政府などの公式情報よりも SNSや家族・友
人のネットワークでの口コミ情報を信用しやすく，
その分，誤情報も流布しやすいという問題がある．
本調査では，380名を対象とするオンラインの質
問紙調査と 21名が参加したフォーカスグループ・
ディスカッションを通じて，ニンニクやショウガ
に予防効果があるといった一般的な誤情報と，ワ
クチンを接種すると不妊になるといった陰謀説に
基づく作為的誤情報がワクチン接種に及ぼす影響
を分析した．その結果，一般的誤情報が最も影響
力が大きいこと，そして，誤情報を信じるかどう
かは宗教的権威・科学者・医療専門家への信頼が
影響しており，さらに，そうした専門家を信頼す
るかどうかは，宗教的信念が影響していることが
明らかになった．そのため，現地の歴史や文化に
基づいて誤情報の影響を把握し，信頼できる伝統
的指導者などのキーパーソンと連携して誤情報を
対処・是正するための標的を絞ったコミュニケー

ション戦略が必要であるという結論を示した．

4.7　 ίンΰຽओڞ࿨国ɿฆ૪஍の੬ऑなঁੑのࣗ
ଚ৺΁のӨڹ

　コンゴ・チームは，新型コロナのパンデミック
と同時に紛争の悪化が深刻であったことから，国
連工業開発機関（UNIDO）およびパンジ病院と連
携し，紛争影響地域の国内避難民と性暴力被害者，
および避難民受け入れ社会の女性たち 330名への
聞き取り調査を実施して，女性のレジリエンスに
大きく影響するとされている自尊心への影響を分
析した．その結果，生業や収入の喪失，食糧不足，
医療へのアクセス制限といった生活の困窮が大き
く影響し，また，コミュニティ活動への参加の減
少が女性たちのレジリエンスに必要な社会資本の
減少につながることが明らかになった．これは，
避難民や性暴力被害者はもともと脆弱な立場に置
かれており，国際援助機関や現地の医療機関・市
民団体が行う生計回復活動への参加がレジリエン
スのカギであったところが，パンデミック対策で
それが制約されると，ショックを吸収する余地が
女性たちには残されていないという実態を浮き彫
りにした．研究結果に基づき，脆弱な女性のレジ
リエンスの源泉となる生計を維持する支援の必要
性を訴えた．

5．研究݁果ͱ੓ࡦ提言
7か国での調査結果を踏まえて，全体として以
下の 4点が明らかになった．
　第 1に，新型コロナに対するリスク認識は低く，
感染症対策による経済的ショックがもたらした影
響の方が深刻と認識されていた．リスク・トレー
ドオフが発生していたといえる．第 2に，感染症
対策の政治化が起きており，発生当初に懸念され
ていたほどの感染拡大がアフリカで発生しなかっ
たことが感染症対策の成功と認識され，住民によ

写真 3　ジンバブウェでのフィールド調査 写真 4　ジンバブウェでの研究大会主催
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る政府への高評価が見られた．第 3に，ワクチン
接種行動に対する誤情報の影響が明らかになり，
第 4に，困難を克服する対処戦略の実態が描き出
された．それによって，レジリエンスの源泉とし
てアフリカ諸国ではインフォーマル・ネットワー
クが重要であることが描き出された．
　調査結果を踏まえて以下の 4点を，将来の感染
症拡大に備える国際社会への提言として提示する．
　第 1に，感染症対策がもたらすリスク・トレー
ドオフへの対策の必要性である．感染症対策に
よって人々の命を守ろうとする政策が，経済活動
の制限による飢餓や他の感染症の悪化など他のリ
スクを高めてしまうリスク・トレードオフをでき
る限り避けられるように，感染症対策と経済活動
維持の適切なバランスをとる，あるいは，感染症
対策と，より迅速かつ有効な経済対策を同時に行
うことが必要である．特に平時から多様なリスク
にさらされている脆弱層がくらす地域では，リス
ク同士のつながりを把握して政策をとることが必
要である．
　第 2に，パンデミックが政治化されたり，厳し
い感染症対策が結果的に政府への高評価につなが
るという現象は，民主主義の危機につながり得る
と警告する．パンデミック下で人々が政府に強い
権力を認めることが民主主義の危機につながり得
るという警告はかねてからあったが，パンデミッ
ク中に選挙があったウガンダやケニアでは感染症
対策の政治化が顕著にみられ，そうした短期的な
問題や厳しいロックダウンにともなう汚職に対し
ては人々が不満を持つものの，長期的には厳しい
政策を受け入れ，政府が強い権力を持つことを認
めるという傾向が見られた．この傾向が持つ将来
的なリスクについては自覚しておく必要がある．
　第 3に，誤情報への対策の必要性として，人々
が情報を信用する源泉となる現地の歴史や文化に
基づいて誤情報の影響を把握し，信頼できる伝統
的指導者などのキーパーソンと連携して誤情報を
対処・是正するための標的を絞ったコミュニケー
ション戦略をとる必要がある．
　第 4に，いずれの国でも，レジリエンスの源泉
はインフォーマル・ネットワークにあることが示
されたことから，平時からこうしたネットワーク
を支援する援助の必要性を唱える．国際機関から
の援助は，グローバルサウスのインフォーマル・
セクターをフォーマル化することを志向する傾向
にある．しかし，世界全体が危機に陥って援助も
公的支援も届かないときにはインフォーマル・

ネットワークがレジリエンスの鍵となることを考
えると，人々の相互扶助を促進するようなイン
フォーマル・ネットワークの形成・維持を支援す
ることは重要である．
　研究成果と提言は，2025年 5月に英語書籍とし
てまとめて Springerから出版したほか，2025年 6
月と 9月に国際学会で発表し，同年 9月に東京大
学未来ビジョン研究センター（IFI）から政策提言
として発表し，パンデミックに備える国際社会の
議論に貢献する．

�．今後の展望
　今回の研究では，現地研究機関との連携を強く
後押ししてくださった日立財団のおかげで，アフ
リカ 7か国の研究機関が調査の中核を担うことが
でき，研究スキルとネットワークの向上に貢献す
ることができた．それもまた，大きな成果の一つ
である．ウガンダ，南アフリカ，ケニア・タンザ
ニア，ジンバブウェでは現地でも研究ワーク
ショップや研究大会を開催して現地の研究者や実
務家と議論する機会を提供することができた．ジ
ンバブウェでは，現地の研究者の共著による書籍
出版を予定している．本研究が形成した研究の基
盤が，現地研究者の尽力によって今後さらに発展
していくことを願っている．
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1．研究目的
　本研究プロジェクトは，日本，インドネシア，
ネパール，フィリピン，タイおよびベトナムの
6ヶ国を対象に，下水疫学調査を用いて，
COVID-19の病因である新型コロナウイルスとそ
の変異株を監視し，その成果を意思決定者と共有
するシステムを開発することを目的として実施し
た．技術やガバナンスを含む包括的な枠組みを構
築することで，アジアの様々なコミュニティのレ
ジリエンス向上に貢献するとともに，グローバル
な目標の達成に寄与することを目指した．

2．研究方法・経過
　研究開始当初は，COVID-19の感染流行拡大に
よる渡航制限の影響があったことから，オンライ
ンでのミーティングを通じて研究を進めた．全
6ヶ国のメンバーが参加する全体ミーティングに加
え，詳細な採水地点・方法の確認や，所有実験機
器の状況に応じた最適な測定方法等，各国グルー
プに固有の事項を詳細に議論するための個別ミー
ティングも定期的に開催した．全体ミーティング
では，日本の実験室での作業をリアルタイム配信
して手順を指導したものの，オンラインでは十分
に指導内容が伝わらない場合もあることが課題と
して認識され，後述する対面での国際会議
「COVID-X Bangkok Meeting」の開催へとつながっ
た．

　過去に下水の採水経験があるタイ，インドネシ
アおよびネパールでは，スムーズに下水サンプリ
ングを開始することができた．続いてベトナムと
フィリピンでもサンプリングが開始され，すべて
の国で本格的な下水疫学調査を開始することがで
きた．現地では採水と濃縮作業を実施し，濃縮液
を輸送後，日本で微生物遺伝子の検出までを実施
する体制を構築することができた．日本では，新
型コロナウイルスに加え，ノロウイルス等の病原
ウイルスやサルモネラ属菌等の病原細菌の検出も
実施した．

3．研究成果
3.1　COVID-X Bangkok Meeting の開催

2023年 1月にタイ・バンコクのチュラロンコン
大学において国際会議「COVID-X Bangkok Meet-
ing」を開催した．本会議はタイチームが企画・運
営し，全 6ヶ国の主要メンバーが一堂に集結する
初めての機会となった．図 1に示すように，現場
見学会，シンポジウム，ワークショップおよび実
験室見学会からなるイベントとした．
3.1.1　現場見学会
　バンコク市内の下水処理場を訪問し，バンコク
における下水処理の状況について説明を受けた後，
実際の処理施設を見学した．その際，タイチーム
が使用している自動採水器の操作方法等も確認し
た．また，下水道普及率が低い地域では，未処理

パンデミックへのレジリエンス向上のためのアジアに
おける下水疫学調査の実装
助 成 期 間：2021 年 12 月 1 日～2024 年 11 月 30 日 
助 成 金 額：2,999 万円 
研究代表者：原本英司 
　　　　　　山梨大学 国際流域環境研究センター 教授

　本研究プロジェクトでは，日本，インドネシア，ネパール，フィリピン，タイおよびベトナムのアジア
6ヶ国を対象に，下水疫学調査を用いて，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）をはじめとする様々
な感染症の流行状況を監視するための技術開発および枠組構築に取り組んだ．全プロジェクトチームが参
加して開催した国際会議「COVID-X Bangkok Meeting」を経て技術移転を進め，各国で定期的なサン
プリングを開始し，新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）のみならず，ノロウイルス等の病原ウイルスや
サルモネラ属菌等の病原細菌に対する下水疫学調査を実施することができた．本プロジェクトで構築した
ネットワークが今後も活用され，他のアジア諸国にも下水疫学調査が普及していくことが期待される．
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の下水が流入する河川水や運河も採水地点となり
得ることから，運河に架かる橋を訪問し，採水器
を用いて水面から深さ約 30cmの水を採取する方
法を実演した（図 2）．
3.1.2　シンポジウム
　プロジェクトメンバーに加え，タイの政府関係
者を招いてシンポジウム「Wastewater-based epide-
miology for tracking the COVID-19 pandemics and the 
SARS-CoV-2 contamination in water: Case studies in 
Asian communities（COVID-19パンデミックを把
握する下水疫学調査と水中の新型コロナウイルス
汚染：アジア地域におけるケーススタディー）」を
開催した．シンポジウムには 50名以上が参加し，
各国チームからの発表として，それぞれの国での
最新の COVID-19の感染流行状況や下水疫学調査
の規格制定状況，プロジェクトの進捗状況等が報
告された（図 3）．
3.1.3　ワークショップ
　プロジェクトメンバーのみの参加で，2日間に
わたってワークショップを開催した．まず，日本

チームがリアルタイム PCR法によって測定した，
各国の下水からの新型コロナウイルスおよび他の
病原ウイルス（ノロウイルス等）のモニタリング
結果を共有すると共に，新技術としてモバイルリ
アルタイム PCR法とハイスループットリアルタイ
ム PCR法を紹介し，本プロジェクトでの活用可能
性を検討した．次に，国ごとのグループに分かれ，
各国でのプロジェクトの達成目標と必要な工程を
整理し，全体で共有した．その後，参加者をラン
ダムに 3グループに分け，プロジェクト全体とし
ての今後の方向性を議論した（図 4）．
　本ワークショップで各国チームが整理したプロ
ジェクトの進捗状況と課題の一覧を表 1に示す．
各国で 50～400試料の下水が採取され，下水疫学
調査を本格的に開始できた一方で，下水試料の濃
縮処理で使用する遠心分離機や試料を冷凍保存す
るためのフリーザー等の実験装置の故障が生じて
いることや，予算・流通面から消耗品の購入が容
易ではないこと等の課題も確認された．議論を進
める中で，以下のような点が共通する要望として

図 1 COVID-X Bangkok Meetingの様子

図 2　現場見学会の様子
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挙がり，今後のプロジェクト活動で取り入れてい
くこととした．
・COVID-19以外の感染症への下水疫学調査の適用
・日本チームの訪問による技術移転
・より安価・簡便・迅速な分析手法の開発
・分析マニュアル，ガイドラインの作成
・GISを用いた下水データのマッピング
・トレーニングワークショップの開催
・研究者・学生の交流（留学生受入れ）
・継続的な研究費の獲得
・積極的な論文執筆および学会発表
3.1.4　実験室見学会
　国間でのデータ比較を可能とするためには，プ

ロジェクト全体で統一した測定法を採用すること
が必須となることから，実験室において測定作業
を実演し，作業手順を詳細に確認した．各国での
実験室の整備状況を確認するため，本国際会議に
参加した日本チームの大学院生 4名のうち，3名
がインドネシア，1名がネパールを訪問してフォ
ローアップを行った．

3.2　各国で実施した下水疫学調査の代表的な成果
　インドネシアでは，バンドン市内において，処
理人口約 40万人の都市下水処理場と，約 300人を
対象としている分散型の汚水処理施設の 2ヶ所を
対象に調査を実施した．流入水からの新型コロナ

図 3　シンポジウムの様子

図 4　ワークショップの様子
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ウイルスの検出率は 83％であり，感染者数が多い
時期に下水中のウイルス濃度が上昇していること
が確認された．また，新型コロナウイルスの変異
株が特徴的に有している変異箇所を対象としたリ
アルタイム PCR法で測定した結果，最初の流行の
波はデルタ株が有する変異が多く検出された一方
で，次のより大きな波の際にはオミクロン株が有
する変異が検出された．すなわち，最初の波はデ
ルタ株，次の波はオミクロン株と，それぞれ異な
る変異株が流行していたことが明らかとなり，下
水疫学調査を用いることで，変異株の流行状況を
効率的に把握できることが示された．
　フィリピンでは，下水処理場の普及率が低いこ
とから，未処理下水が多く流入する運河の水を
「下水」とみなすアプローチを採用した．マニラ市
内の運河 2ヶ所と汚水処理施設において，新型コ
ロナウイルス・オミクロン株のモニタリングを実
施し，感染者数に呼応して新型コロナウイルスを
検出することに成功した．
　ベトナムでは，ハノイ市内において，下水を多
く受容する河川の 3地点を対象に新型コロナウイ
ルス・オミクロン株のモニタリングを実施した．

その結果，ウイルス濃度は感染報告者数よりも
2～4週間の先行性を有することが確認され，フィ
リピンと同様に，河川水を対象とした下水疫学調
査が途上国において有効となることが示された
（図 5）．
　タイでは，国際観光客が多く利用するバンコク
とプーケットの下水処理場において下水疫学調査
を実施し，新型コロナウイルスの変異株の国内へ
の流入に対し，3週間程度の早期検知が可能とな
り得ることを明らかにした．
　ネパールでは，カトマンズ盆地内の 2ヶ所の下
水処理場で調査を実施した．流行初期の新型コロ
ナウイルスの陽性率は 44％と低かったものの，流
行ピーク前後には陽性率が 89％と上昇し，ウイル
ス濃度にも上昇が見られた．また，新型コロナウ
イルスに加え，A型インフルエンザウイルスとRS
ウイルスのモニタリングを実施し，広く呼吸器感
染症に対して下水疫学調査が有効となることを示
した．
　国をまたいでの調査も実施しており，主に乳幼
児の口や手・足に水疱性の発疹を生じる手足口病
を対象に，インドネシア，タイ，フィリピンおよ

表 1　ワークショップで各国チームが整理したプロジェクトの進捗状況と課題

チーム 1．進捗状況 2．直面している課題 3．課題解決策

ネパール
・1年間で 300試料以上を採
取
・PCR装置を使用可能

・消耗品の入手が困難
・実験装置の修理が困難
・官僚的および事務的な問題

・ネパール国内での他機関との
連携
・外注による測定体制の構築

インドネシア ・144試料を採取
・PCR装置を使用可能

・現在所有しているリアルタイム
PCR装置の下水 PCRキットへの適
合性の検証

・日本チームメンバーのバンド
ン工科大学への訪問による技
術移転の推進
・リアルタイム PCR用の試薬類
の調達

フィリピン
・3ヶ所の採水地点を決定
・96試料を採取（沈殿濃縮
物，上清）

・低温での試料保存の必要性（現在
は－4℃で保存中）
・COVID-19による実験室の閉鎖
・ディープフリーザー（－80℃）の
故障

・実験装置の修理
・第 2期の研究費の受領
・試料の冷凍保存
・日本からの試薬の送付

タイ

・査読論文の発表
・試料（沈殿濃縮物）を日本
に送付
・保健省とのガイドライン作
成

・社会実装に向けて政府の関心を高
める必要性
・タイ国内での研究費の獲得
・測定費用の削減

・国際共同研究費の獲得
・COVID-19以外の感染症への
下水疫学調査の適用
・より安価な測定手法の開発
・プロジェクト終了後の展開の
検討

ベトナム

・400試料を採取：うち 350
試料を日本に送付
・週 1回の採水を継続
・他研究室の PCRを使用可能

・下水処理場での採水許可の取得
・試料保存場所の確保（ディープフ
リーザー（－80℃）の故障に伴い，
－20℃のフリーザーを使用中）
・消耗品の確保
・研究費の獲得

・技術移転の推進
・他の感染症への適用（デング
熱，肝炎等）
・査読論文の発表
・プロジェクトに参画する博士
学生の確保
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びベトナムの 4ヶ国において下水疫学調査を実施
した．この研究では，手足口病を引き起こす主要
な 4種類のエンテロウイルス（エンテロウイルス
A71型，コクサッキーウイルスA6・A10・A16型）
のモニタリングを実施し，国ごとに検出傾向に差
異があることを明らかにした．さらに，対象国を
全 6ヶ国に広げ，A・E型肝炎に対する下水疫学調
査も実施しており，A型肝炎ウイルスはネパール

の下水試料から 51％と高い割合で検出された一方
で，E型肝炎ウイルスが最も高い割合で検出され
たのは日本であり，把握されている以上に日本国
内に E型肝炎の感染者が存在している可能性が示
唆された（図 6）．このように，同一の手法を用い
て測定することによって国間の比較が可能となり，
国ごとに異なる感染症の流行状況を明らかにする
ことができた．

図 5　ベトナムにおける COVID-19に対する下水疫学調査の結果 1）

図 6　アジア 6ヶ国における A・E型肝炎に対する下水疫学調査の結果 2）
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　本プロジェクトで得た様々な病原微生物の下水
濃度データを政策決定者と共有して活用できるよ
うにするため，「下水疫学マップ」を作成し，同一
プラットフォーム上で各国のデータを確認できる
ようにした（図 7）．下水疫学マップを組み入れた
下水疫学調査は，災害リスク管理に応用すること
も可能になると期待される．

3.3　若手研究者の育成
　本プロジェクトの大きな特徴として，成果を持
続可能とするため，次代を担う若手研究者の育成
に力を入れてきたことが挙げられる．一つは，相
手国の若手メンバーを山梨大学で国費留学生とし
て受入れることであり，インドネシアのバンドン
工科大学から 2名，タイのワライラック大学と
フィリピンのデ・ラ・サール大学からそれぞれ 1
名を受け入れた．もう一つは，大学院生を中心と
した日本の若手研究者を相手国に派遣することで
あり，1ヶ月程度現地に滞在し，相手国のメンバー
と協力しながら採水調査や実験作業に取り組んだ．
プロジェクト期間中，タイ，インドネシア，ネ
パールおよびフィリピンに 7名の学生を延べ 20回
派遣した．

4．主な発表論文・学会発表等
　各国での下水疫学調査の結果を取りまとめ，論
文執筆および学会発表として成果を発信した．査
読論文として，環境科学分野で世界的に高い評価
を得ている「Science of the Total Environment」に 6
報，「Journal of Disaster Research」に 1報，計 7報
を発表した．また，国際会議にて口頭発表 6件，
ポスター発表 4件を行い，うち 3件で優秀発表賞
を受賞した．
　研究代表者の原本と共同研究者の北島は，クラ

リベイト社が提供する学術論文データベース
「Web of Science」の各研究分野における被引用数
が上位 1％の論文（高被引用論文）の被引用状況
に基づいて決定された先端研究領域（リサーチフ
ロント）「下水疫学」での活躍・貢献が認められる
研究者として，2024年 5月に「第 5回ジャパンリ
サーチフロントアワード」を受賞した．また，科
学技術分野の文部科学大臣表彰として，原本は科
学技術賞（研究部門），北島は若手科学者賞を受賞
した．さらに，Kwanrawee Sirikanchana主任研究員
を代表とするタイチームのメンバーが，「下水中の
感染症の拡大を監視するための効率的・持続可能
な遺伝子検査法」に関する研究により，タイ学術
国家会議（National Research Council of Thailand）
の「Thailand National Research Award」を受賞し，
本プロジェクトを含む研究の成果は国際的にも高
く評価された．

査読論文（7 報）
 1. Sangsanont et al. （2022） Wastewater monitoring in tour-

ist cities as potential sentinel sites for near real-time 
dynamics of imported SARS-CoV-2 variants. Science of 
the Total Environment. 860:160317 （2022）.［Japan, 
Thailand］

 2. Shrestha et al. （2024） Detection of enteroviruses related 
to hand foot and mouth disease in wastewater of Asian 
communities. Science of the Total Environment. 
912:169375.［Indonesia, Japan, the Philippines, Thai-
land, Vietnam］

 3. Inson et al. （2024） Detection of SARS-CoV-2 and Omi-
cron variant RNA in wastewater samples from Manila, 
Philippines. Science of the Total Environment. 
919:170921.［Japan, the Philippines］

 4. Raya et al. （2024） Quantification of multiple respiratory 
viruses in wastewater in the Kathmandu Valley, Nepal: 
Potential implications of wastewater-based epidemiology 
for community disease surveillance in developing coun-

図 7　本プロジェクトで作成した下水疫学マップ
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tries. Science of the Total Environment. 920:170845. 
［Japan, Nepal］

 5. Takeda et al. （2024） Risk mapping of COVID-19 to 
create a common operating picture using data from 
wastewater monitoring. Journal of Disaster Research. 19
（2）: 420-428. ［Japan］

 6. Raya et al. （2024） Prevalence of hepatitis A and E 
viruses in wastewater in Asian countries. Science of the 
Total Environment. 951:175473. ［Indonesia, Japan, 
Nepal, the Philippines, Thailand, Vietnam］

 7. Siri et al. （2024） Assessment of environmental factors 
influencing SARS-CoV-2 in Vietnam’s surface water 
across two years of clinical data. Science of the Total 
Environment. 957:177449. ［Indonesia, Japan］

口頭発表（6 件）
 1. Takeda et al. （2023） Towards an Asian regional frame-

work for wastewater-based epidemiology. 14th Interna-
tional Academic Consortium for Sustainable Cities 
（IACSC） 2023. ［Japan］

 2. Haramoto （2023） Implementation of wastewater-based 
epidemiology for monitoring the incidence of COVID-
19 and other infectious diseases in communities. VANJ 
Conference 2023. ［Japan］

 3. Kitajima （2023） Wastewater-based Epidemiology for 
COVID-19 and Other Infectious Diseases. IWIC-WEN 
2023.［Japan］

 4. Raya et al. （2024） Surveillance of hepatitis A virus in 
Asian countries using wastewater-based epidemiology. 
8th International Society for Food and Environmental 
Virology （ISFEV） Conference. ［Indonesia, Japan, 
Nepal, the Philippines, Thailand, Vietnam］

 5. Takeda et al. （2024）, Towards a regional framework 
for wastewater-based epidemiology. Singapore Interna-
tional Water Week 2024. ［Indonesia, Japan, Nepal, the 
Philippines, Thailand, Vietnam］

 6. Angga et al. （2024） Future research prospect of wastewa-
ter-based epidemiology in Indonesia: Identification of 
pathogenic bacteria at wastewater treatment plant in 
Bandung City. 14th International Symposium on South-
east Asian Water Environment （SEAWE-14）.［Indonesia, 
Japan］

ポスター発表（4 件）
 1. Inson et al. （2023） Detection of SARS-CoV-2 and Omi-

cron variants in wastewater from various locations in the 
city of Manila, Philippines. Water and Environment Tech-
nology Conference Online 2023. ［Japan, the Philippines］

 2. Ruti et al. （2023） Pathogenic bacteria identification by 
quantitative PCR at wastewater treatment plants in 
Bandung City, Indonesia. Water and Environment Tech-
nology Conference Online 2023. ［Indonesia, Japan］
［WET Excellent Presentation Award］

 3. Raya et al. （2023） Quantification of multiple respiratory 
viruses in wastewater in Kathmandu, Nepal: potential 
implication of wastewater-based epidemiology for com-
munity disease surveillance. Water and Environment 
Technology Conference Online 2023. ［Japan, Nepal］
［WET Excellent Presentation Award］

 4. Sirikanchana et al. （2024） Multivirus surveillance of 
emerging and endemic viral pathogens in Thailand’s
wastewater. 8th International Society for Food and Envi-
ronmental Virology （ISFEV） Conference. ［Japan, 
Thailand］［Best Poster Presentation Award］

5．今後の課題・展望・提言等
　本プロジェクトを通じ，下水疫学調査がアジア
諸国でも有効となることの実証に成功すると共に，
社会実装を持続的なものとしていくための様々な
課題も明らかにすることができた．課題は国ごと
に異なるものの，その解決には国際的な協力が不
可欠であり，本プロジェクトで構築したネット
ワークが今後も活用され，他のアジア諸国にも下
水疫学調査が普及していくことが期待される．

参 考 文 献

 1） Siri et al. （2024） Assessment of environmental factors 
influencing SARS-CoV-2 in Vietnam’s surface water 
across two years of clinical data. Science of the Total 
Environment. 957:177449. https://doi.org/10.1016/
j.scitotenv.2024.177449.

 2） Raya et al. （2024） Prevalence of hepatitis A and E 
viruses in wastewater in Asian countries. Science of the 
Total Environment. 951:175473. https://doi.org/10.1016/
j.scitotenv.2024.175473.
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選考委員長講評講演録（編集版）

国際教養大学理事長・学長
モンテ・カセム

　皆さん，非常に刺激的な発表を聞いて，皆さんも私と同じように興奮しているんじゃないかと思いま
す．本当に，ただの頭の体操にとどまらず，人の役に立つというところの使命感をしみじみと感じさせ
られました．パンデミックをきっかけとして，この基金を立ち上げようと決断された日立財団をはじめ，
日立グループの皆さんの貢献は非常に大きいものだと感じています．選考委員長という立場上，選考し
て終わったあとは基本的には見守り，応援することしかできないのですが，今，各グループの研究発表
を拝見し，私なりのコメントを，ここではあえて発表された順番とは逆の順番で，お話しさせていただ
こうと思います．

　まず，原本先生と北島先生の発表を拝聴して感じたのは，私の大学もレジデンシャルキャンパスでし
て，どうしてもクラスターが発生しやすい環境なんですね．そういう中で，どうやって感染を防いでい
くかを考えると，大規模なキャンパスを持つ大学からこうした取り組みを始めていくのが良いのではな
いかと思います．そうすれば，さまざまな実験やモニタリングもできますし，それを段階的に，社会全
体へと広げていく形が望ましいのではないでしょうか．大学は中立的な立場にありますから，企業が同
じことをやると「企業 Aと企業 B，どっちがいいか」という比較になりますが，大学が信頼できる証拠
を積み上げて発信していけば，より広く支援や賛同が得られるようになるのではと思います．そうした
取り組みが進めば，おそらく ODA（政府開発援助）も関与するでしょうし，各国の行政とも連携が生ま
れる可能性がある．そういう広がりを持った展開ができるのではないかと，非常に期待をしています．

　また，原本先生は山梨から，北島先生は札幌，そして今は東京にいらっしゃるわけで，お二人とも，発
信の拠点としても非常に良い立場におられる．またそこには学生の皆さんもいらっしゃるので，次の世
代も育てていけますし，そうした拡がりの可能性にワクワクしています．ですから，ぜひ今回のこのきっ
かけを生かして，お二人がこれからも積極的に取り組みを続けてくださることを，大いに期待していま
す．本当にありがとうございました．

　その次に，華井先生についてですが，前回，私が選考委員長として少し厳しい質問をしたのですが，そ
れを上回るような答えが今回しっかり示されていて，大変嬉しく思っています．特に華井先生のお話を
聞いて感じたのは，今回の感染症プロジェクトに選ばれた先生方に共通する「使命感」だということで
す．たとえ武力紛争が起きていたとしても，自分が始めたことを途中で諦めずに「やらなければならな
い」と思って取り組まれる姿勢ですね．これは研究者として非常に大切なことだと思います．

　私自身も，昔スリランカで似たような内戦があったときに，研究者という中立的な立場で，相手がゲ
リラであれ，誰であれ，どうすれば研究を進められるかを，頭をひねって考えて，方法を組み立てて実
行していった経験があります．今回の研究を通して，華井先生のチームには，研究者としての「レジリ
エンス」を強く感じました．

　もう一つ印象的だったのは，「ヘルス」と「信頼」は非常に深く結びついているという点です．信頼関
係が築かれないままデータだけを取る研究になると，どこかで本質からずれてしまいます．そうしたこ
とに，華井先生の研究チームはとても丁寧に向き合っていると感じました．
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　たとえば，私の大学の周辺には，中山間地域で高齢化が進み，人口が減少している限界集落がありま
す．そこに医師として関わっている方がこんなことをおっしゃっていたんです．「わたしが保健師さんを
派遣して集めた情報よりも，あなたの大学の学生が地域に入って書いたメモのほうが，よほど役に立っ
た」と．私は思わず「でも学生は専門家じゃないでしょう？」と聞き返したのですが，こう言われまし
た．「保健師が来ると，行政が来たと思って，住民はなかなか心を開かない．でも学生が来ると，孫が来
たと思って，心を開いてくれるんですよ」と．そうした関係性の中で得られた情報が，非常に貴重だっ
たというんですね．そういう意味でも，「健康に関する情報」というのは，信頼関係の上に成り立ってい
るものだと，改めて感じました．そして，その信頼を大事にされている点が，華井先生の研究でとても
印象的でした．

　その次のグループ，早稲田大学の田中先生のご発表についてですが，今のように SNSが広がっている
社会，さらには生成AIの登場によって，本当にそれが「人間が作ったものなのか」「誰が作ったのか」が
分からないような時代において，情報だけが先に拡散していってしまう．そのような状況の中で，真実
をどう見極めるのかということは，非常に重要な課題であり，田中先生の研究では，そうした状況に対
して，基盤的な要因を整理してくれた印象を受けました．これも，まだワーク・イン・プログレスだと
思いますので，ぜひここで止めずに，我々の理解がさらに深まるよう，取組みを継続していただければ
と思います．

　また，私自身，今の社会がどこかガタガタし始めているように感じています．その背景には，「信憑性
の保障」が以前よりも難しくなっているという問題があるのではないかと思います．田中先生のご発表
は，そうした現代社会における基盤をどう構築するかを考えさせるものでした．これはマスメディアに
とっても，またパーソナライズドメディアにとっても非常に重要な課題であり，人間社会がちょうどそ
の曲がり角に来ているのではないかという気がしています．

　そして，このセッション全体を通じて私が強く感じたことの一つは，皆さんが今，学術的な「コミュ
ニティ」を形成し始めているという点です．かつては「マスメディア」というかたちだったが，今は社
会全体が「パーソナライズ」され，「Personalized Aggregation（個別最適化された集約）」が流動的なもの
で，「Fixed Community（固定的なコミュニティ）」ではなくなってきているわけです．

　そうした「Fluid Community（流動的なコミュニティ）」の中で，最近データサイエンスの分野でよく耳
にするのが「Homomorphic Community（構造的に類似したコミュニティ）」という言葉です．これは，同
じような価値観や精神的な基盤を持つ人々が集まるコミュニティの中でしか，大事な情報を共有しない
ようにする，ということですね．信頼できるコミュニティの中でのみ情報をシェアする，と．その一方
で，こうした Homomorphic Community Aと Bがどう関係を築いていくかという点は，おそらく皆さんが
国内外の研究パートナーと協働されている形と通じるものがあるのではないでしょうか．違うコミュニ
ティ同士ではあっても，その内部では高い信頼関係が築かれさえすれば，それが地理的な距離を超えて
成立しうる，私はそう感じました．そして，その基盤となっているのが，皆さんの「使命感」と「スカ
ラーシップ（学術的知性）」，そして「トラスト（信頼）」と「フレンドシップ（友情）」なのだと思いま
す．そうした価値を大切にして研究を進めていけば，田中先生が指摘されたような心配も，乗り越えて
いけるのではないかと期待しています．

　その次の金子先生のお話でも感じたのですが，やはり先進諸国で何かが起きたときにはレスポンスが
早い．一方で，新興国や，経済的に後進的な側面を持つ国々で何かが起きたときには，どうしても反応
が鈍い．また，一つの問題が大きく取り上げられると，他の問題が忘れ去られてしまう恐れもあります．
そうしたことを浮き彫りにするために，アフリカでのマラリアの継続的な蔓延を取り上げられたのは，と
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ても重要なことだったと思います．この現象はパンデミックのような感染症問題に限らず，たとえばウ
クライナ戦争のときも同じです．先進諸国の危機が間近に迫っていたため，反応は非常に早かった．で
も，イラン・イラク戦争のときには，ある程度放置されていたような時期がありましたし，もっと放置
されていたのは，おそらくルワンダの虐殺ではないでしょうか．

　こういった差は，人間の根本的な感覚に関わるもので，本当に「ワンワールド」をめざすのであれば，
こうした状況をもっとフラットにしていく必要がある．その意味で，先生方の発表から感じられた使命
感はとても意義深いものでした．どのようにすればこの使命感を世界に広げていけるのか．物事を対立
する利害や力関係で判断するのではなく，理想的な社会のあり方に光を当てようとされたことに，大き
な意義を感じています．

　また，金子先生のご発表に加え，鈴木先生，鎌江先生のご発表から私が共通して感じたのは，ヒュー
マンヘルス（人間の健康）の課題として，COVID-19が私たちにどう影響を与えたかを研究されていまし
たが，それは実はヒューマンヘルスを超えて，プラネタリー・ヘルス（地球規模の健康）につながって
いるのではないかという点です．

　今回問題となった病原体は，人獣共通の感染症です．このような病原体がなぜ発生し，どのように広
がったのか．陰謀論（コンスピラシー説）などもありますが，基本的には，こうしたパンデミックが起
きやすくなる背景には「生物多様性の喪失」があるのです．気候変動に対しては，企業セクターが比較
的早くから反応し対応を始めていますが，生物多様性の損失については，まだ十分な関心が払われてい
ません．こういった研究の推進には企業セクターの参画が不可欠である事から，その価値観形成のため
に，今後も内藤理事長（当時）のご尽力をいただきたいと思います．

　ここで改めて興味深いと感じるのは，「問題が実際に起きるまでは関心が集まらない」という人間の行
動パターンです．このメカニズムも科学的に証明されており，パンデミックが起きる十数年前に，その
リスクに関するエビデンスを提示した研究が「ネイチャー」に発表されていましたが，その当時はあま
り注目されませんでした．ところが，2020年以降は一気に注目度が上がった．つまり，人間は「先を見
ても行動に移さない」ということが分かります．しかし，先生方はその知性を実際の行動に移している．
その姿勢こそが，社会全体に広げていくべき模範だと思います．

　また，鈴木先生と鎌江先生のお話から感じたのは，「プレエンプション（Pre-emption）＝予防的介入」
を考えたときに，いま直面している問題に直接関係がなさそうに見える研究も，実はどこかでつながっ
ているということです．たとえば，人獣共通感染症の拡がりのメカニズムは非常にシンプルです．大型
動物が失われると，その体内にいたウイルスが小型動物に移る．そして小型動物は繁殖が早く数も増え，
人間社会に入り込みやすい．だから人間にも感染が広がりやすくなるのです．このようなことを長年の
研究からエビデンスとして示しているのが，フェリシア・キーシング（Felicia Keesing）という病理生態
学の先生とヨハネス・グーテンベルク大学のトーマス・エファース（Thomas Efferth）先生です．後者は，
アルテミシニンを用いてさまざまな人間の健康問題を緩和するプラネタリー・ヘルスの研究者です．皆
さんがこのような世界の研究者たちとつながりを持ち，日立財団がこのプロジェクトを始めたことは，私
は「運動の種まき」のようなものだと感じています．それを地球全体に広げていくためには，まず身近
なところで何ができるかを考えていたただきたいというのが選考委員としてのお願いです．

　そこで，私からの私的な提案ですが，日立財団が最終的に理事会に提出するレポートを作成されると
思いますが，それをただの報告書で終わらせず，ISBN番号をつけて出版物として残してはいかがでしょ
うか．皆さんの研究がいかに多様で重要な「種まき」だったかということを，たとえば有名な学会と協
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働しながら，出版物として，人類の英知としてアーカイブに残していく．「あのとき，あの事件が起きた
直後に，日本の研究者と世界の研究者が協力して，こうした知見を発表した」という記録が，学術界に
きちんと残るようにする．そうした仕組みの検討を，日立財団にお願いできればと思います．それが実
現可能かどうかはまだ分かりませんが，諸先生方のお知恵をお借りしながら進めていく方が，より良い
形になるのではないかと私は思っております．そして，こうした提案についても，ぜひ先生方のご尽力
をいただければ，大変ありがたく思います．

　実を申しますと，このプロジェクトが始まった当初は，膨大な数の応募資料をいかに整理し，どうす
れば納得のいく結論を導き出せるのかという点で，私を含めた選考委員会のメンバー全員が，大きな悩
みを抱えていたのではないかと思います．けれども，今こうして先生方の発表を拝聴し，心から「やっ
てよかった」と実感しております．非常に刺激に満ちたご発表をいただき，また，後世に意味のあるも
のを残すということも含めて取り組んでくださったことに，選考委員を代表して深く感謝申し上げます．
先生方の今後ますますのご活躍をお祈り申し上げまして，私のコメントを終えさせていただきます．あ
りがとうございました．
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あとがき

東京大学大学院法学政治学研究科
教授城山英明

　本報告書は，日立財団の「日立感染症関連研究支援基金」による研究助成により実施された，5件の研
究プロジェクトの成果を取りまとめたものです．これらのプロジェクトには，以下のような特色がある
と考えられます．
　第 1に，これらのプロジェクトは，2020年以降顕在化した COVID-19禍やそれへの対応の進展と並行
して，2021年 12月から 2024年 11月にかけて中期的な視座をもって実施されました．そのため，単に現
実の短期的課題に取り組むだけではなく，COVID-19禍等により顕在化した課題を，中期的な観点から俯
瞰的に分析し，教訓を明らかにすることができました．例えば，鈴木氏を代表者とする「パンデミック
における公衆衛生経済学と感染症予防の価値に関する国際共同研究」では，ロックダウン時にみられた
医療と経済のバランス，検査戦略の有効性，ワクチン接種の有効性について可能な限り客観的な検証を
試みています．
　第 2に，この基金は COVID-19禍を契機として設立されましたが，対象は COVID-19禍だけではなく
感染症一般であるため，様々な感染症やその他のリスクを幅広く扱うことができました．例えば，金子
氏を代表者とする「新型コロナウイルス感染症パンデミック下のマラリア根絶」では，従来から特にア
フリカにおいて重要な課題であったマラリアに関して，殺虫剤処理天井式蚊帳や行動変容を促す経済的・
教育的介入手段の有効性についての包括的な分析が行われました．また，原本氏を代表者とする「パン
デミックへのレジリエンス向上のためのアジアにおける下水道疫学調査の実装」では，下水疫学調査を
用いて COVID-19をはじめとする様々な感染症の流行状況を監視するための仕組みづくりを行うととも
に，そのような仕組みの技術移転を進められました．下水疫学調査においては，新型コロナウイルスだ
けではなく，ノロウイルス等の病原ウイルスやサルモネラ菌等の病原細菌も検出対象とされました．
　第 3に，世界各国における様々な政治的社会的状況の下における COVID-19禍への対応の多様性と多
様な課題が明らかにされました．例えば，田中氏を代表者とする「COVID-19対策の国際比較分析」で
は，COVID-19禍における 10カ国のリスク観に関する調査が行われ，COVID-19報道における専門家の
役割や専門家によるソーシャルメディアを通じた COVID-19情報の伝達等について日中比較が行われま
した．そして，そのような比較も踏まえて，日本における COVID-19のガバナンスの基本的課題として，
科学主義，技術解決主義，欠如モデル的な市民観等が指摘されました．また，華井氏を代表者とする「ダ
ウンサイドリスクを克服するレジリエンスと実践知の探究」では，COVID-19禍の下でのサハラ以南のア
フリカ諸国（南アフリカ，ウガンダ，ジンバブエ，コンゴ民主共和国，ケニア，タンザニア，エチオピ
ア）に関して，リスク・トレードオフの存在が明らかにされました．COVID-19対応の結果，他の感染症
リスクが高まったり，飢餓リスクが増大したりしたことが明らかになりました．また，各国において，ワ
クチン接種行動に関する誤情報の影響，感染症対策の政治化（当初懸念されたほどの感染拡大が発生し
なかったことが感染症対策の成功と認識され，住民による政府への高評価が見られたこと等）も確認さ
れました．
　今後は，このような COVID-19禍に伴う幅広い教訓が，次のパンデミック対応の準備に活かされてい
くことを期待したいと思います．
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